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第1章 緒論 
1.1  微細構造による遠方場ふく射の制御とその応用 
近年，放射体表面にマイクロ・ナノスケールの人工的な微細構造を与えるこ
とで放射されるふく射の波長・指向性制御，およびふく射エネルギー利用の高
効率化に関する研究が進められている．代表的な微細構造の一覧を図 1-1 に示す．
Si 基板表面に 1 辺が 5 μm の正方形開口を有する矩形キャビティを多数形成し，
さらに Cr を表面に蒸着した矩形微細構造の分光垂直放射率は，平滑面の放射率
と比較して 10 μm 付近で増大する波長選択性が発現する．この波長選択性はふ
く射の波長程度のサイズであるキャビティ内部には特定の電磁場モードしか存
在することが許されず，その存在できる波長モードに対応する放射率が平滑面
より増大する．また，キャビティサイズを変えることで放射率のピークを制御
できることが円山らによって示されている[1]．さらに花村らによってその矩形
キャビティ内部から放射される電磁場（ふく射）を数値的に解くことで，キャ
ビティ側面から放射されるふく射成分が放射率の波長選択性の発現に強く影響
を及ぼしていることが示されている[2]．さらに W 上に形成した円柱キャビティ
においても同様なメカニズムにより波長選択ふく射機能性が発現することが
Gesemann らによって示されている[3]．また，Zoysa らによってフォトニックバ
ンド構造によるふく射波長の狭帯域化[4]や，上羽らによる分割リング共振器に
より形成される表面プラズモン共鳴を用いた波長選択エミッタ[5]が報告されて
いる．Greffet らによる 2 次元 L/S 回折格子構造[6]や誘電体薄膜[7]による放射率
の指向性を獲得する機能性や，井上，野田らによりふく射を超高速に on/off でき
るアクティブ熱ふく射光源が報告[8]されている．放射体自身のふく射特性制御
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と同様に微細構造を用いて外部から到来するふく射（電磁波）に対しても制御
が可能である．外来ふく射に対する制御の例として，同軸導波路構造による負
の屈折率構造[9]，Si/SiO2多層膜による波長選択フィルタ[10]，モスアイ構造[11], 
[12], [13], [14]やピラミッド構造[15]，ナノワイヤアレイ[16], [17], [18]による極低
反射機能性が挙げられる． 
これらの先行研究が示すように人工的な微細構造により従来では波長分布や
指向性に特徴が無く，利用しにくいエネルギーであるふく射を高度に制御した
新規熱デバイスの提案がなされている．その中の 1 つとしてふく射エネルギー
を効率よく電気エネルギーに変換する熱光起電力（Thermophotovoltaic, TPV）発
電が注目されている．図 1-2 に TPV システムの概念を示す．TPV システムは主
として熱源，エミッタ，光電変換（TPV）セルで構成される．熱源により加熱さ
れたエミッタから放射されるふく射を TPV セルに入射させ起電力を得るシステ
ムである．TPV システムの発電原理は通常の太陽電池と同じであるが，可視光
よりも波長が長い赤外ふく射で発電するため TPV セルの材料には GaSb や
InGaSb，InAsSbP などの III-V 族化合物からなる低バンドギャップ半導体が用い
られることや，物体から放射されるふく射全般を光源として用いる点が異なる．
GaSb および InAsSbP セルの発電感度波長はそれぞれ可視光 ~ 1.8 μm，可視光 ~ 
3.2 μm であり，700 ~ 1500 K の熱源から直接電気へと変換できる．この TPV セ
ルの発電感度波長に対応し発電に利用できる熱源として，製鉄所内の 1500 K 程
度の圧延材料から膨大に放射されるふく射や，700 K 程度の排ガスにより加熱さ
れた工場の煙道管壁からのふく射，太陽ふく射などが挙げられる．Datas らによ
り熱源として太陽光を用い，微細構造の無いタングステンエミッタと GaSb セル
の組み合わせでは変換効率がおよそ 2.0~2.5%程度であることが実験的に示され
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ている[19]．この時 TPV セルに入射するふく射を 1.1 節で述べた微細構造によ
りふく射波長を制御することでシステムの高効率化ができる．つまり，図 1-3
に示すように波長選択ふく射構造を用いて波長範囲が広い広帯域の熱源（太陽
光）のふく射スペクトルを TPV セルの変換効率が高い発電感度波長のみが大き
い狭帯域スペクトルに変換し，発電に寄与しない波長のふく射を抑制すること
でシステムを高効率化できる． 
同様な手法を用いて白熱電球の高効率化も行うことができる．高原によると
純粋な電気→ふく射エネルギー変換効率は白熱電球では 93.5%に到達する一方
LED 電球や蛍光灯ではおよそ 50%程度にとどまっている．したがって赤外光の
ふく射を抑制し，そのエネルギーを可視光のふく射で消費できるよう，フィラ
メントに波長選択性を持たせることで発光効率の高い白熱電球を構築すること
ができる[20]．さらに大気の窓と呼ばれる波長帯域（8～13 μm）の放射率を高め，
ふく射エネルギーを宇宙空間へ効率よく熱廃棄するスカイラジエータが提案さ
れており，Raman らの実証試験によってラジエータ温度を外気温以下にまで低
下させることに成功している[21]．したがって北側に設置した冷房の室外機にス
カイラジエータを付与することで機械的な可動部なしに排熱効率を高めること
ができ，成績係数を向上させ，エネルギー効率を高められる． 
以上のように，微細構造を用いて適切にふく射エネルギーをマネジメントす
ることで従来では実現し得なかった高効率なエネルギー変換，省エネルギー化，
環境発電デバイスの実現に繋がると考えられる．また，地上のみならずふく射
伝熱が支配的な宇宙空間全体においてふく射エネルギーマネジメントは非常に
重要である． 
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図 1-1 各種ふく射機能性構造 
(a) 矩形キャビティ[1], [2], (b) ナノホール[3], [22], [23], (c) 分割リング共振器
[5], 
(d) 2 次元 L/S 回折格子[6], [24], (e) 同軸導波路構造[9], (f) 多層膜フィルタ[10], 
(g) モスアイ[11], [12], [13], [14], (h) ピラミット構造[15], (i) ナノワイヤ[16], 
[17], [18] 
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図 1-2 TPV システム概念図 
Thermal radiation
Emitter TPV cell
(GaSb, InGaSb, etc…)
Heat source
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図 1-3 広帯域から狭帯域へのふく射波長変換概念図 
Spectral response
range of TPV cell
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1.2  近接場ふく射とその応用 
ふく射に関する最先端研究テーマの 1 つとして，近年では近接場ふく射が注
目されている[25], [26], [27], [28]．近接場ふく射とは，遠方まで伝播しプランク
則に従う通常のふく射成分（遠方場ふく射）とは異なり，物体表面近傍にのみ
局在する非伝播性のふく射成分である．近接場ふく射は物体表面から離れるに
したがい指数関数的に減衰するため，通常では検出できない．検出するために
は温度差がある2つの物体をふく射の波長以下の距離であるμmオーダー以下ま
で近接させる必要がある．これにより遠方場だけでなく近接場でも熱交換が行
われ，初めて近接場ふく射を検出できる．また，プランク則ではこの近接場効
果は考慮されていないため，2 物体間が極めて近接し近接場効果が発現すること
で黒体ふく射限界を超える交換が発生する．この近接場ふく射は理論的，実験
的に検証されその存在が示されている[27], [29], [30], [31], [32]．図 1-4 に無限平
行平板間のふく射熱流束のギャップ依存性を示す．高温側/低温側の材料は石英
であり，温度はそれぞれ 50 ℃，30 ℃，石英の屈折率波長分散を考慮した理論
解析結果である．計算には文献[28]で報告されている式を用いた．この図からわ
かるようにギャップが 30 μm 以下になると徐々に近接場ふく射による熱流束が
発生し，ギャップが小さくなるにつれ指数関数的に増大していることがわかる．
遠方場と近接場成分の和が正味のふく射熱流束になるため，ギャップ 3 μm 以下
で黒体ふく射限界を超えた熱流束が発生する．ギャップ 0.01 μm の熱流束は 376 
W/m
2であり，遠方場のみ（ギャップ＞100 μm）のふく射熱流束に比べて 4 倍で
ある．このように近接場ふく射を利用することで熱流束の増大や，ギャップ制
御による伝熱量制御が可能になる． 
近接場ふく射を用いて前節で述べた TPV システムに代表される熱アプリケー
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ションの高性能化を図ることができる．従来の TPV システムは図 1-5 (a)に示す
ようにエミッタと TPV セルは十分離れているため遠方場ふく射でのみ発電する．
しかしながら図 1-5 (b)に示すようにエミッタと TPV セルを十分に近接させ，遠
方場に加えて近接場ふく射を電力に変換するナノギャップ TPV が提案されてい
る[26], [33], [34], [35], [36]．近接場ふく射のエネルギーはエミッタ表面に近づく
につれ指数関数的に増加するため，近接場効果により出力密度の飛躍的な向上
が期待できる．また，この近接場ふく射も遠方場ふく射と同様に表面微細構造
を用いて制御できる可能性が高いことが示されている．Guérout らは Au ででき
た 2 次元 L/S 回折格子構造同士の近接場ふく射熱流束の理論解を導き，真空ギ
ャップ 1 μm での Au 平板同士よりも熱流束が向上することを示している[24]．
また，W 上に形成したピラー構造[37]や，SiC の 2 次元スラブ構造[38]では特定
波長の熱流束が向上し，近接場ふく射領域においても構造サイズを変えること
で波長制御が可能であることが数値計算により示されている．したがってナノ
ギャップ TPV システムのコンセプトに微細構造を用いたふく射波長制御を組み
合わせることで，さらに高効率な TPV システムの可能性が十分考えられる．熱
源として太陽ふく射を用いた集光型太陽熱 /光起電力発電（Concentrated 
thermphovoltai, C-TPV）システムの概念図を図 1-6 に示す．太陽ふく射をレンズ
や鏡などの集光器を用いて真空チャンバー内にあるエミッタへ照射し加熱し，
高温になったエミッタから放射されるふく射を TPV セルにより電力へ変換する
点は従来の TPV システムと同じである．本コンセプトは，波長選択ふく射に加
えさらに近接場効果を利用して発電効率を向上させるコンセプトである．GaSb
セルに最適化した波長選択性を持たせることで単セル，非集光時での理論限界
効率である Shockley–Queisser 限界（変換効率 33.7%）を超える可能性が Bermel
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らにより指摘されているが[39]，これは遠方場ふく射のみの解析結果である．ま
た，現在発電プラントとして稼働している 3 接合太陽電池セルを用いた集光型
太陽光発電システムの理論限界効率は 50 ~ 60%である[40]．C-TPV システムでは
近接場効果に加え波長選択により単セルでの発電効率が 50%を超える可能性が
十分に考えられる．さらにナノギャップ TPV システム自体は発電システム全体
を非常にコンパクトにできる．したがって熱源の温度レベルに適した TPV セル
を使うことで宇宙探査機向きの緊急時用電源や，携帯電話の電源や家庭用小型
発電機，工場から出る排熱を利用した業務用の発電機など様々な応用例が考え
られる．また，ギャップを機械的に調整することでふく射伝熱量を制御できる
ことから図 1-7に示すような熱スイッチ/アクティブラジエータにも応用できる．
実際に上野らは微小電気機械システム（Micro Electro Mechanical Systems, MEMS）
をベースとした衛星向けの極軽量アクティブラジエータを提案し，その有効性
を検証している[41]．その他熱トランジスタ[42], [43]，熱ダイオード[44], [45], 
[46], [47], [48]の概念提案が行われており，近接場ふく射の現象解明と工業的な
活用技術の確立が待たれている.
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図 1-4 石英平板間のふく射熱流束のギャップ依存性 
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図 1-5 近接場ふく射を利用した TPV システム概念図 
(a) 従来の TPV システム，(b) ナノギャップ TPV システム 
Far-field
thermal radiation
Near-field
thermal radiation
Gap >> λ
Gap < λ
TPV cellEmitter
(a)
(b)
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図 1-6 集光型太陽熱/光起電力発電システムの概念図 
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図 1-7 近接場ふく射を用いたギャップ調整による 
熱スイッチ/アクティブラジエータの概念図 
Off state
Far-field heat flux
Spring
Gap >> λ
On state
Far & near-field heat flux
Gap < λ
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1.3  研究目的 
本研究では微細構造を用いて遠方場および近接場ふく射を制御することでふ
く射エネルギー利用の高効率化を図ることを目的とし， 
(1) ふく射機能性構造の自動最適設計の高速化 
(2) 極低反射構造による太陽ふく射利用の高効率化 
(3) 表面微細構造を用いた近接場ふく射エネルギー輸送量増大の定量評価 
について研究を行った． 
1.1 節で述べた微細構造が持つ波長/角度選択性などのふく射機能性は基本的
にふく射を電磁波として時空間的な伝搬状態を解く解析手法を用いて微細構造
を設計する．電磁波解析手法として有限差分時間領域（Finite difference time 
domain, FDTD）法[49]や厳密結合波解析（Rigorous coupled-wave analysis, RCWA）
法[50]が解析手法として用いられる．これらの電磁場解析と遺伝的アルゴリズム
を併用し，所望なふく射機能性を得る手法が提案されている[51], [52], [53], [54], 
[55]．遺伝的アルゴリズムを用いることで自動的に最適化が可能であるが，自動
最適設計に要する時間を短縮できる進化的アルゴリズムのパラメータ組み合わ
せについては十分に検討されておらず，ある程度の試行錯誤と設計者の勘・経
験によって決められており明確な方針が示されていない．さらにふく射機能性
構造は非常に広い波長範囲・角度範囲で解析をする必要があり，計算負荷が非
常に大きい電磁波解析へさらに多大な計算負荷がかかる．その上設計パラメー
タの探索空間が広大な場合には設計に要する解析時間のさらなる増大化を招き，
現実的な時間内に自動設計はできなくなる．したがってより少ない計算回数で
自動的に最適化が行われる手法の検討が必要である．本研究により進化的アル
 第 1章 
15 
 
ゴリズムを用いて少ない計算回数，つまり，より短時間で，より性能の高い微
細構造を得る方針が得られたので，その方法を示す． 
微細構造を用いた遠方場ふく射制御の具体例として潤沢なふく射エネルギー
源である太陽光を効率よく利用するため極低反射構造であるモスアイ構造に着
目した．アクリル樹脂フィルム上にモスアイ構造を形成し，極低反射性能を発
現させ，そのモスアイフィルムを結晶シリコン太陽電池モジュール表面に貼り
付けることで低反射効果による変換効率向上について屋内外での試験を通して
実証検証を行った．また，既往研究において十分検討されていなかった太陽ふ
く射の入射角度ならびに気象条件の変化と変換効率向上量の関係について明ら
かにし，より実用に近い条件で発電性能の変化を定量評価できた． 
さらに黒体ふく射エネルギー輸送量の限界を打ち破る 1 つの方法として近接
場ふく射に注目し，表面微細構造による近接場ふく射エネルギー輸送量の飛躍
的増大について実験的に定量評価した．従来の研究では微細構造の無い平行平
板間のふく射エネルギー輸送量の理論的評価[56], [57], [58], [59]が多数行われて
いる一方，表面微細構造が近接場ふく射エネルギー輸送量に与える影響につい
て実験検証が行われておらず，そのふく射輸送特性は不明である．微細構造を
用いて近接場ふく射エネルギー輸送量を増大できれば 1.2 節で示した近接場ふ
く射を利用した熱アプリケーションの飛躍的な性能向上が期待できる． 
1.4  本論文の構成 
第 1 章 
本論文の研究背景，目的について述べる． 
 
第 2 章 
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遺伝的アルゴリズムと FDTD 法に基づいたふく射機能性構造の自動最適化手
法について述べる．さらに特定波長のふく射を特定の領域へ選択的に集光する
バイナリ型回折レンズの逆設計を対象とし，より短時間で性能の高い微細構造
を得る手法および方針について述べる． 
 
第 3 章 
微細構造を用いた遠方場ふく射制御の具体例として，結晶シリコン太陽電池
表面にモスアイ構造を付与し，その極低反射効果による変換効率および発電量
向上効果，これらに対する散乱比，太陽ふく射入射角などの気象因子の影響に
ついて示す． 
 
第 4 章 
光学理論を用いて近接場ふく射発生メカニズムについて概説し，波長/エネル
ギー強度などの近接場ふく射特性，ならびに実験検証に求められる要件につい
て述べる．さらに近接場ふく射を考慮した数値解析手法について概説し，本手
法の適用例について説明する． 
 
第 5 章 
石英平板同士の近接－遠方場ふく射エネルギー輸送量を精密に定量評価した
結果について示し，さらに金で構成された矩形キャビティ同士の共鳴効果を利
用した近接場ふく射エネルギー輸送量増大を実験的に定量評価した結果につい
て示す． 
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第 6 章 
本研究で得られた知見をまとめる． 
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第2章 ふく射機能性構造の自動最適化手法の確立およびその
高速化 
2.1  はじめに 
本章では，進化的アルゴリズム（EA）と電磁波解析手法である FDTD 法を組
み合わせた EA－FDTD 法[55]を回折レンズの一種であるバイナリ型マイクロレ
ンズ（Binary microlens）の形状設計に適用し，特定波長範囲の光波を特定領域に
集光する波長選択集光器（Wavelength selective concentrator）の逆設計を対象とし
て，既往研究において十分に検証されていない突然変異率や交叉率といった各
EA パラメータの組み合わせ設定が収束性（進化速度）に及ぼす影響を調査した．
これらにより，より良い解を短時間で得る手法および方針が得られた． 
2.2  先行研究との比較 
遺伝的アルゴリズム（GA）は汎用的な最適化手法の 1 つであり，その適用範
囲は非常に幅広い．例えば，光学・電波工学の分野では単波長用のサブ波長回
折光学素子[53], [60]や GHz 帯域用のフレネルゾーンプレート[61]の逆設計報告
例がある．機械工学分野では翼胴型超音速複葉翼機のソニックブーム低減化[62]，
3 次元翼の空力最適化[63]，血液ポンプの多目的最適化[64]，回転円盤の熱応力
分布の緩和を目指した熱伝達率分布の最適化[65]が報告されている．また，最適
設計のみならず，熱伝達シミュレーションの高精度化[66]にも用いられている． 
GA の利点は，こうした多種多様な最適化問題へ柔軟に適用でき，比較的短時
間で最良解を見出せる点である．しかしながらより良い解を高速に探索するた
めの方針については既往研究では示されておらず，特に GA の重要なパラメー
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タである突然変異率や交叉率，個体数などを決定する方法はユーザーの経験や
勘で決定されることが多く，組み合わせを決定する明確な方針が示されていな
い．さらに GA パラメータ設定の違いにより解の収束性（進化速度）の傾向が
異なることが Yahya，Eric らによって報告されており[51]，進化速度が最も高く
なる GA パラメータ設定が存在することが示唆されている． 
そこで本研究では十分に検証されていない突然変異率や交叉率といった EA
パラメータの組み合わせ設定が進化速度に及ぼす影響を調査し，短時間で最適
解を得る手法および方針を明らかにする． 
2.3  解析モデルおよび解析手法 
設計変数が多く，且つ要求する機能が複雑な場合では従来の試行錯誤的手法
による最適設計は困難となる．ここでは，EA‐FDTD 法の有効性を検証するた
めの適用モデルとして，特定波長の光波（ふく射）を特定の領域へ選択的に集
光する波長選択集光レンズを考え，要求に応じた最適構造の逆設計を試みた．
一般に，太陽電池セルなどの光電変換素子の場合，材料が持つバンドギャップ
以下のエネルギーを持つ光波は電気エネルギーに変換されず熱損失となり，セ
ル温度上昇に伴う変換効率低下を招く．材料のバンドギャップに適切な波長範
囲の光波だけを選択的にセル面に集光できれば変換効率が向上し，広い波長範
囲で高効率の光電変換システムを構築できる[67]．このような波長選択集光系と
してレンズやミラーで太陽ふく射を集光し，ビームスプリッターで波長分割す
るシステム[68]や樹脂レンズの波長分散性[69]を利用した光学系が提案されてい
る．さらに，太陽電池セル幅が 250 μm のマイクロ Si 太陽電池が報告[70]されて
おり，マイクロエネルギー変換デバイスの 1 つとして，マイクロサイズの波長
選択集光レンズと光電変換素子を統合したマイクロ光発電デバイスのコンセプ
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トが十分に考えられる． 
2.3.1 解析モデル 
図 2-1(a) に波長選択集光レンズの解析モデルを示す．レンズは中心軸まわり
に回転対称のバイナリ型回折レンズとし，円筒座標系で 3 次元回転対称体を取
り扱える BOR（body-of-revolution）－FDTD 法[49]を用いた．回転対称軸は z 軸
とし，z 軸に対して平行に平面波が入射する．波長範囲は 0.4～2.0 μm とした．
レンズ半径は 10 μm である．計算領域の周囲には PML（Perfectly matched layer）
吸収境界条件[71]を用いた．レンズ開口面から距離 20 μm の位置（z = 20 μm）に
集光面 1 および 2 を設定し，各集光面に対して波長 λ1，λ2の光を選択的に集光
するバイナリレンズが逆設計される．図 2-1(b) にレンズ断面図を示す．レンズ
を形成する 50 個のバイナリ回折格子は 50 bits の 2 進数で表現され，1 bit 分の格
子幅は 0.2 μm とした．回折格子の高さは 4 bits の 2 進数で表現され，0～1 μm の
範囲で 0.06 μm 刻みで任意の値を取る．したがってレンズ形状は計 54 bits の 2
進数で表現され，これを DNA と呼ぶこととする．EA による最適化フローでは
DNA の bit の組み合わせがアルゴリズムに従って進化していくが，レンズ直径，
回折格子幅，回折格子高さの最大値および最小値は変化しないものとした（こ
のうち回折格子高さについては後述の 2.4.3 では DNA の一部に対して自由度を
変更している）．レンズ材料にはアクリル樹脂（PMMA）を想定し，波長ごとの
屈折率変化（波長分散）を考慮した． 
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図 2-1 波長選択集光素子を設計するための解析モデル 
(a) FDTD 計算領域，(b) バイナリ型回折レンズの断面図 
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2.3.2 EAによる最適化フロー 
EA による最適化のフローチャートを図 2-2 に示す．また，最適化フローの解
説を以下に示す．( )の番号は図 2-2 中のそれぞれに対応している． 
(1) M 個のレンズ形状（DNA）を解候補としてランダムに生成する. 
(2) 全 DNA に対して FDTD 法による光波解析を行い，後述の式(2‐2)で定義
された波長選択集光性の評価指標によって各 DNA の性能を定量化する． 
(3) 評価指標に基づき，生存選択（Selection）を行う． 
(4) (3)で選択された 2 つの DNA を組み合わせる（交叉）ことで DNA を新た
に生成する． 
(5) DNA の一部をランダムに変化させる（突然変異）． 
図 2-3(a)に GA 操作における交叉（Crossover）の模式図を示す．DNA を構成す
る bit をそれぞれ独立に入れ替える一様交叉を採用した．1bit が独立に入れ替わ
る確率を交叉率 Pcと定義する．したがって Pc = 1 の場合は I の DNA がすべて
II の DNA に入れ替わる．図 2-3(b)に GA 操作における突然変異（Mutation）の
模式図を示す．DNA の 1 bit が独立に 0 から 1 に，あるいは 1 から 0 に変化する
確率を突然変異率 Pmと定義する．DNA の選択手法にはルーレット選択およびエ
リート選択を採用した．ルーレット選択とは，評価指標に比例する確率で選択
する手法であり，評価指標が高い DNA ほど選択されやすい．一方エリート選択
では現世代において最良の評価指標を持つDNAを交叉にも突然変異にもかけず
に次世代へそのまま生存させる．したがって次世代の評価指標は現世代よりも
低下することがない． 
以上の GA 操作だけでも，繰り返し回数（世代数）の増加に伴い評価指標が
向上していくが，GA 操作だけでは必ずしも最適ではない解（局所解）へ収束す
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るケースが発生しやすい．そこで数世代ごとに IA 操作を行うようにした．IA と
は生物の免疫系の原理を模擬したアルゴリズムであり，解くべき問題を抗原と
考え，抗原を防御できる抗体を解とし，解の多様性を保つ過程を模擬している．
IA 操作により DNA の多様性が一定のレベルに保たれ，局所解への収束が緩和
される．IA 操作の解説を以下に示す．なお，( )番号は図 2-2 中のそれぞれに対
応している． 
(6) 2 つの DNA を比較して類似度 S を計算する．これをすべての DNA の組み
合わせで行う． 
(7) 類似度があらかじめ設定した閾値 Slimitを超えた 2 つの DNA のうち，評価
指標が低い DNA を削除する．削除した DNA の数だけランダムに DNA を
新たに生成し，個体数 M を保つ． 
図 2-3(c)に IA 操作における DNA の類似度チェックの模式図を示す．IA 操作を
行う頻度を IAintと定義する．IAint = 10 は 10 世代に一度の頻度で IA を実行する
ことを意味する．また，図のように 2 つの DNA を比較し，一致している bit 数
の全 bit 数に対する割合を類似度 S と定義する．定義より類似度は 0～1 の値を
とり，S = 0.5 は，比較した DNA のうち 50%が一致していることを意味する．図
3 (c)の例では全 14 bits うち 7 bits が一致しているため，S = 7 / 14 = 0.5 となる．
IA 操作の頻度を増やし，Slimit を小さくすると局所解への収束が緩和されやすい
反面，全 DNA に対して削除される DNA の割合が多くなるため進化速度が小さ
くなることが予想される． 
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図 2-2 FA-FDTD のフローチャート 
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図 2-3 新しいバイナリ型レンズを生成する GA および IA 操作 
(a) 交叉(GA)，(b) 突然変異(GA)，(c) 類似度チェック 
and
Ⅰ Ⅱ
Ⅰ: 10001010111010
Ⅱ: 11001101110011
10001100110011 11001010111011
11011010111111
Ⅰ: 10001010111010
Ⅱ: 00110010101111
Ⅰ Ⅱ
(a) (b) (c)
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2.3.3 EAパラメータ設定と進化速度 
前述の各 EA パラメータ（M，Pc，Pm，IAint，Slimit）はあらかじめ設定してお
く必要があるが，より短時間で最適解へ到達する，つまり進化速度が速いパラ
メータの組み合わせ設定が存在すると考えられる．そこでこの EA パラメータ設
定が収束性に及ぼす影響を調査した．DNA 数は M = 16 と一定とし，残り 4 つの
パラメータについて直交表を用いて 16 通りの組み合わせを設定して EA を実行
した．収束性を評価する指標として進化速度 V を次式のように定義する． 
 
  𝑉 =∑
𝐸(𝑛)
𝑛𝑚𝑎𝑥
𝑛𝑚𝑎𝑥
𝑛=1
                       (2 − 1) 
 
ここで n は世代数，nmaxは計算を打ち切る最大世代数，E(n)は世代数 n までに得
られた最大評価指標（式(2‐2)より求める）である．より速い世代数でより高い
評価指標が得られるほど V は大きくなる． 
2.3.4 波長選択集光性の評価指標 
レンズが集光面 1 に設計波長 λ1，集光面 2 に設計波長 λ2の光波を選択的に集
光する性能を評価するため，評価指標 E を次式のように定義する． 
 
𝐸 = ∫ 2𝜋𝑟𝑊1(𝑟)[𝜂𝜆1(𝑟)𝜂𝜆2(𝑟)]𝑑𝑟
𝑟1
0
 
+∫ 2𝜋𝑟𝑊2(𝑟)[𝜂𝜆2(𝑟)𝜂𝜆1(𝑟)]𝑑𝑟
𝑟1+𝑟2
𝑟1
          (2 − 2)  
 
ここで W は重み関数である．ηλは単色集光効率であり，レンズ開口部に入射し
た単色光波の総エネルギーとそのうち集光面に到達したエネルギーの比と定義
 第 2章 
27 
 
される．r1および r2は集光面の輪帯幅であり，図 2-1(a)に示すように r1 = 3.16 μm，
r2 = 6.32 μm である．右辺第 1 項は集光面 1 に対する性能指標である．波長 λ2の
集光効率で引いていることでペナルティを与えている．これにより波長 λ1 の集
光効率が増大し，波長 λ2 の集光効率を低下させる作用を持つ．同様に右辺第 2
項は集光面 2 に対する性能指標である．重み関数 W は図 2-1 に示すように各集
光面の中央部で最大値 1 を取り，端部で 0 を取るように定義した関数である（図
2-1 には集光面 2 に対する重み関数のみを表示してあるが，集光面 2 のもう一方
と集光面 1 についても同様である）．この重み付けにより各集光面の中央に光波
が集光されることを要求している．定義より E が大きいほど波長選択性能が高
いことを意味する． 
2.4  結果および考察 
2.4.1 EAパラメータと進化速度の関係 
表 2-1 に実行した 16 通りの EA パラメータ設定，それによって得られた最大
評価指標 E(10000)，および 3 つの打ち切り世代数 nmaxに対する進化速度 V を示
す．進化の初期条件となる第 1 世代（n = 1）の DNA は全て同じである．図 2-4
に nmax = 10000 において V が最大となった EA パラメータ設定（Case 11）と最小
となった設定（Case 16）の評価指標 E の世代推移を示す．なお，グラフ縦軸は
第 1 世代での評価指標 E (1) で正規化してある．1～10 世代までは Case 11 より
も Case 16 の方が評価指標は大きいが，10～100 世代間では同程度となり，100
世代以降で逆転した．Case 16 では 40～1000 世代の間に評価指標の向上がほと
んどなかった．Case 16 の EA パラメータ設定を見ると，IA 操作に関する設定が
IAint = 20，Slimit = 0.95 であり，他の条件よりも類似形状が淘汰されにくく DNA
の多様性が低い条件である．このため 40～1000 世代の間は局所解へ収束してい
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た可能性が高い．しかし，1000 世代以降では突然変異や類似形状の淘汰がなさ
れて局所解から脱し，評価指標が再び向上したものとみられる．一方，Case 11
の IA 操作に関する設定は IAint = 10，Slimit = 0.80 であり，Case 16 よりも類似形状
が淘汰されやすく，DNA の多様性が高い条件であるため，300 世代までは局所
解へ収束すること無く評価指標が徐々に向上し，それ以降では，与えられたレ
ンズ構造の自由度の範囲内ではさらに評価指標の高い解が見つけられなかった
ものと考えられる． 
上記に関連して，全 16 通りの実行結果を分析すると，進化の初期段階（1～
100 世代）においては IA 操作による多様性の確保が逆に進化速度を阻害し，進
化の終期段階（5000 世代以降）では IA 操作による多様性の確保が進化速度の向
上に寄与する傾向が明らかとなった．したがって進化の段階（世代）に対して
最適な EA パラメータ組み合わせが存在することが類推できる．図 2-5 に 4 通り
の打ち切り世代数 nmax = 100, 1000, 5000, 10000に対して進化速度Vが最大となっ
た EA パラメータ設定を示す．すべての nmaxに対して IAint = 10 となったため，
グラフには残りの 3 つ（Pc，Pm，Slimit）を示す．図 2-5 より，進化の初期段階（nmax 
= 100）では Slimit = 0.95，Pm = 0.000，つまり DNA の多様性を抑制する条件で最
大の V が得られている．つまり初期段階ではランダムな DNA 生成をなるべく抑
制する方が進化速度の向上に資する傾向がある．中期段階（nmax = 1000）では Slimit 
= 0.5，Pm = 0.025 の条件で最も V が高い．この段階では最適化がある程度進み，
類似形状が多くなるため，適度な IA 操作によって類似形状を削除することが進
化速度の向上に寄与しているとみられる．終期段階（nmax = 5000, 10000）では Slimit 
= 0.80，Pm = 0.05 の条件で最も V が高い．この段階では再び多様性を適度に抑制
し，評価指標が高い形状をなるべく残しつつ，突然変異によってさらに評価指
 第 2章 
29 
 
標が向上する形状を探索する方が進化速度の向上に寄与しているものと考えら
れる．なお，交叉率 Pcについては初期段階と終期段階において大きい値をとっ
た方が良い傾向がみられるが，回帰分析の結果，進化速度への影響度は他のパ
ラメータと比較して非常に小さいことがわかった． 
以上の分析結果を踏まえ，図 2-5 のように EA パラメータ設定を世代数に応じ
て変化させた場合（以下，これを Case 17 と呼ぶ）における評価指標の世代数推
移を図 2-6 に示す．比較のため Case 11 の結果もプロットした．この図から明ら
かなように Case 17 の方が進化が速く，とくに初期段階での優位性が認められる．
Case 11 では評価指標の最大値 E = 3.230 が 1238 世代目で得られたが，Case 17 で
は 716 世代目でこれを上回り (E = 3.232)，上回るまでに要した計算時間は Case 
11 の 57.8%であった． 
このように最適化度合いに応じて EA パラメータを適切に選択することで，よ
り速く評価指標が向上することが示された．他の解析モデルに対しても同様に
直行表を用いて EA パラメータ設定の世代依存特性を検討すれば，より高速に最
適化を行えるパラメータ設定が行えるものと考えられる． 
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表 2-1 実行した EA パラメータ組み合わせ 
Case IAint Slimit Pm Pc E(10000) 
V 
nmax = 10000 nmax = 1000 nmax = 100 
1 2 0.50 0.000 0.10 3.196 3.095 3.022 2.537 
2 2 0.65 0.050 0.30 3.065 3.044 2.920 2.489 
3 2 0.80 0.010 0.50 3.086 3.074 2.973 2.458 
4 2 0.95 0.025 0.70 3.049 3.028 2.874 2.439 
5 5 0.50 0.050 0.50 3.103 3.094 3.026 2.583 
6 5 0.65 0.000 0.70 2.954 2.946 2.892 2.576 
7 5 0.80 0.025 0.10 3.208 3.193 3.093 2.568 
8 5 0.95 0.010 0.30 3.128 3.117 3.016 2.396 
9 10 0.50 0.025 0.30 3.188 3.181 3.127 2.599 
10 10 0.65 0.010 0.10 3.075 3.024 2.939 2.512 
11 10 0.80 0.050 0.70 3.230 3.215 3.081 2.377 
12 10 0.95 0.000 0.50 3.148 3.136 3.057 2.646 
13 20 0.50 0.010 0.70 3.052 3.047 3.005 2.627 
14 20 0.65 0.025 0.50 3.200 3.189 3.090 2.500 
15 20 0.80 0.000 0.30 3.194 3.176 3.059 2.436 
16 20 0.95 0.050 0.10 3.000 2.889 2.614 2.430 
17 Variable  3.291 3.268 3.118 2.530 
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図 2-4 正規化した評価指標 E と 
世代数(繰り返し回数)の関係(Case 11 と Case 16) 
Pc Pm IAint Slimit V
0.7 0.05 10 0.80 3.215
0.5 0.05 20 0.95 2.889
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図 2-5 各 nmaxに対して最大 V を与える EA パラメータ組み合わせ 
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図 2-6 正規化した評価指標 E と世代数の関係(Case 11 と Case 17) 
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2.4.2 EAにより得られたレンズ形状の波長選択集光性 
図 2-7 に Case 17 により得られたレンズ形状における解析領域内の電場 2 乗分
布を示す．図 2-7(a) は設計波長 λ1 = 0.84 μm，図 2-7(b) は設計波長 λ2 = 1.68 μm
の光波に対する分布である．設計波長 λ1の光波が集光面 1 へ，設計波長 λ2の光
波が集光面 2 へ選択的に伝搬し，集光する様子がわかる．とくに λ1の光波は，
式(2)の重み関数 W1(r)に従い，集光面中央に最も光波が集光している．一方，λ2
の光波は z = 9 μm 付近で交差し，その後に上下に広がり，集光面 2 へ到達して
いる．各集光面における分光集光効率を図 2-8 に示す．集光面 1 では設計波長 λ1
に近い波長帯において集光効率がピーク（ピーク集光効率 45.7%@0.80 μm）と
なり，同様に集光面 2 でも設計波長 λ2に近い波長帯において集光効率が高く（ピ
ーク集光効率 63.2%@1.80 μm），評価指標で定義した設計要求通りにレンズ形状
が最適化されたことがわかる．EA により得られたレンズ形状は，試行錯誤的な
手法では設計困難な波長選択集光性を実現していることが示された． 
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図 2-7 Case 17 の 1 万世代目レンズ形状を用いた集光の様子 
(a) 設計波長 λ1 = 0.84 μm，(b) 設計波長 λ2 = 1.68 μm
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図 2-8 分光集光効率(Case 17 の 1 万世代目レンズ形状) 
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2.4.3 EAにより得られたレンズ形状と評価指標の関係 
レンズ形状の世代変化を詳細に分析し，さらなる高速化への方針を考察する．
図 2-9に各 EAパラメータ設定で得られた 10000世代目のレンズ形状および評価
指標を示す．図中のレンズ形状は左から右にかけて評価指標の降順に並べてあ
る．評価指標が高いレンズ形状では，R≧4 μm の形状が似ていることがわかる．
Case 17 の Case 11 に対する類似度は S = 0.86 であり，他の Case に対する類似度
は S = 0.6 程度となった．さらに，すべての Case において回折格子高さは 1 μm
になっている．このことから，本解析条件において評価指標の向上に寄与した
のは R≧4 μm のレンズ形状と回折格子高さであることが推測される． 
上記に関連して，図 2-10 に V が最小の Case 16（上段）および最大の Case 17
（下段）それぞれのレンズ形状進化の様子を示す．Case 16（上段）の赤枠で囲
んだ部分は，10000 世代目のレンズ形状との類似度が S≧0.6 のレンズ形状のう
ち良く似ている部分を表している．これをみると，3 世代目で得られたレンズ形
状の特徴を残しながら最適化が進んだことがわかる．前述のように，Case 16（上
段）は全世代を通じて類似形状の淘汰が行われにくい条件であったためにレン
ズ形状の多様性が損なわれ，局所解へ収束していったと考えられる．1000 世代
以降で再び評価指標が若干向上しているが，これは 4 < R ≦6 μm の形状変化に
よるものである．一方， Case 17（下段）では 100 世代までは類似形状が削除さ
れにくい条件を与えたため，緑枠で囲んだようにレンズ形状の一部は良く似て
いる．しかし，100～1000 世代では類似形状を積極的に削除する条件を与えたた
め，評価指標がより高い形状を見つけることができたと考えられる．さらに，
1000 世代以降では評価指標が高い形状をなるべく残しつつ，突然変異によって
新形状を探索するように条件を与えたため，赤枠で囲んだように R ≦2 μm のレ
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ンズ形状が進化した．このとき，R ≧2 μm のレンズ形状は 200 世代以降からは
ほとんど変化せず，200 世代以降の評価指標の微小な向上は，R ＜2 μm の形状
が変化したことによるものであった．Case 17 に対して，さらに 10000 世代以上
での EA を実行してみたが評価指標の向上はみられなかった．
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図 2-9 各 EA パラメータで得られた 1 万世代目レンズ形状 
Case 1
E = 3.095
Case 7
E = 3.193
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E = 3.117
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図 2-10 Case 16 と Case 17 の進化プロファイル 
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ここまでの解析では，レンズ直径，回折格子幅，回折格子高さの最大値およ
び最小値は変化しないもの（つまり固定値）としていたため，この形状自由度
の範囲内における形状探索の限界に達していたことが類推される．以上より，R 
＜2 μm の部分を通過する光波の波長選択性が他の部分よりも劣っていることが
わかったため，Case 17 の 10000 世代目のレンズ形状のうち R ＜2 μm の部分の
みに対して，回折格子高さを 0～3.0 μm の間で変化できるように自由度を大きく
し，EA を再度実行してみた（これを以下 Case 18 と呼ぶ）．結果的に，評価指標
は E = 3.291 から E = 3.429 に向上した．図 2-11(a)，(b)にこのときの EA 実行前
後のレンズ形状を，(c)，(d)にそれぞれのレンズの分光集光効率を示す．EA 実行
前後のレンズ形状を比較すると，自由度を高めた R ＜2 μm においてレンズ中央
付近の回折格子高さが 1.0 μm から 2.0 μm に高くなっていることがわかる．この
形状変化により各集光面で設計波長前後における集光効率が向上していること
がわかる． 
以上の分析により，ある程度の進化を経た時点で，評価指標の向上に寄与し
ていない形状部分（DNA 成分）が特定できれば，その部分の自由度を大きくし
てやることによってさらなる進化を促すことができる．進化の初期段階から自
由度を大きくしておくと DNA の組み合わせパターンが膨大となり，進化速度が
低下するが，このような手法を用いることで効率的になり，さらなる高速化が
期待できる． 
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図 2-11 1 万世代目レンズ形状および分光集光効率 
(a) 1 万世代目レンズ形状(Case17)，(b) 1 万世代目レンズ形状(Case18) 
(c) 集光面 1 の分光集光効率，(d) 集光面 2 の分光集光効率 
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2.5  まとめ 
本章では，遺伝的アルゴリズムをベースとする最適化アルゴリズムと電磁界
解析を組み合わせた EA－FDTD 法をバイナリ型回折レンズの形状設計に適用し，
波長選択集光性能を発現させた．また，EA パラメータの設定が生成されたレン
ズ形状（最適解候補）の収束性（進化速度）に及ぼす影響を調査することで以
下の知見を得た． 
(1) 短時間で最適解を得る方針として，最適化の進行度合いに応じて交叉率，
突然変異率，解候補の多様性を表す EA パラメータ設定を適切に選択す
ることが有効であり，直交表を用いて EA パラメータ設定の世代依存特
性を検討すれば，より高速に最適化を行えるパラメータ設定が行えるこ
とが示された． 
(2) 進化過程における最良解（評価指標の高いレンズ形状）の変化をモニタ
リングし，進化が停滞している部分を見出し，その部分に対してのみ構
造の自由度を上げてやることで，計算時間を節約し，より効率的な最適
設計が行えることが示された． 
(3) EA－FDTD 法を用いることにより設定した評価指標（設計要求）を高め
る方向にレンズ形状が進化することを確認した．1 万世代後のレンズ形状
では，2 つの異なる波長帯（0.84 μm 前後と 1.68 μm 前後）の光波をそれ
ぞれ位置の異なる 2つの集光面に対してそれぞれ約 45.7%および 63.2%の
集光効率で集光する“波長選択集光”が行えた． 
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第3章 モスアイ構造による太陽電池の高効率化 
3.1  はじめに 
太陽ふく射を直接電気エネルギーに変換する 1 つの方法として太陽光発電シ
ステムがあり，結晶シリコン太陽電池(c-Si PV)が最も広く光電変換素子として普
及・使用されている．c-Si PV セルの変換効率は依然として低く，それを解決す
るために PV セルおよびシステムの光収集効率向上が挙げられる．PV セル表面
に微細構造を付与することで遠方場ふく射である太陽光に対して光閉じ込め効
果を発現させ，反射損失の低減と吸収率の向上が期待できる．本章では極低反
射機能を発現する微細構造としてモスアイ構造に着目し，それを実用サイズ PV
モジュールへ適用し，極低反射効果による変換効率向上効果および散乱比，太
陽ふく射入射角などの気象因子の影響について示す． 
3.2  先行研究との比較 
太陽電池(PV)向けの低反射(AR)構造として，c-Si 太陽電池表面のピラミッド状
低反射構造（AR 構造）[15]や微小球 AR 構造[72]，ナノワイヤ構造[16]など，数々
の微細構造が提案されている[54], [73], [74], [75]．しかしながらいずれも研究室
レベルの数 mm～数 cm 角のセルレベルでの評価であり，既に市販されているよ
うな実用サイズ PV モジュールレベルサイズへの適用例はない．また，標準状態
（1kW/m2，AM1.5G スペクトル照射下，セル温度 25℃）における性能のみでも
評価であり，日射量やスペクトルの変化を加味した実条件での性能変化は明ら
かになっていない．そこで本研究では，高度に進化した生体微細構造であるモ
スアイ構造[76], [77]に着目し，極低反射 AR 性能を c-Si PV モジュール向けに最
適化した[13]．さらに図 3-1 に示すようにモスアイ AR 構造を Roll to Roll の安価
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なプロセスを用いてシームレスに大面積に作成し，実用サイズの PV モジュール
表面に貼り付けその発電特性の変化を定量評価した．さらに PV モジュールへの
光線入射角度と散乱比（全天日射量に対する散乱光の割合）に対する特性変化
を統計処理し，その特性を明らかにした． 
3.3  屋内試験による性能評価 
図 3-2 にモスアイ AR フィルムおよび市販の多層膜 AR フィルムの分光反射率
を示す．測定の際は裏面からの不要な反射光を無視するため裏面をサンドペー
パーで粗面にし，さらに黒体スプレーを塗布してある．入射角度ごとの分光反
射率は絶対反射率測定装置（ARSN-733，日本分光）と UV/VIS/IR 分光器（V-670，
日本分光）を用いて測定した．図より，モスアイ AR フィルムは市販 AR フィル
ムと比較して広い波長範囲，入射角度範囲で非常に低い反射率を示しているこ
とがわかり，測定範囲内で得られた最大の反射率は 1.2%@（θin = 5°, 1100nm），
5.7%@（θin = 60º, 1100nm）である．c-Si PV セルの発電感度波長全域において非
常に低い反射率を示しており，c-Si PV モジュールの発電効率向上に大きく寄与
する． 
この低反射モスアイ AR フィルムを実用サイズ（25 cm × 18 cm）の c-Si PV モ
ジュールに貼り付け，ソーラーシミュレータによって発電性能の評価を行った．
図 3-3に性能試験に使用した PVモジュールの断面模式図および外観写真を示す．
図 3-3(c)に示す外観写真を比較するとモスアイARフィルムを貼り付けることで
モジュール表面の反射が軽減し，撮影者が映り込んでいないことがわかる．JIS
基準クラス C のソーラーシミュレータ内に被測定モジュールを設置し，標準状
態（モジュール裏面温度 25℃，日射量 1000 W/m2，AM1.5G スペクトル）でモ
スアイありなしモジュールの電流‐電圧特性を同時に測定した．モジュール変
 第 3章 
46 
 
換効率の測定結果を図 3-4 に示す．これよりモスアイ AR フィルムによる極低反
射性能によって変換効率が相対的に 1.05 倍に向上していることがわかった．な
お，性能試験に使用したモジュールの変換効率の個体差は 1.5%未満であること
を事前に確認しており，個体差は無視できる．
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図 3-1 PMMA で作成したモスアイフィルム SEM 像と外観写真 
(a) SEM 断面写真，(b)ロール外観(緑は保護テープの色) 
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図 3-2 モスアイ AR フィルムおよび多層膜 AR フィルムの分光反射率 
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図 3-3 実証試験に使用した c-Si モジュールの断面図および写真 
(a)モスアイ AR 付き，(b) 対照モジュール 
(c)モスアイ付きモジュール写真，(d)対照モジュール写真 
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図 3-4 屋内および屋外試験におけるテストモジュール変換効率 
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3.4  屋外試験による性能評価 
屋内試験で評価した同じ PV モジュールを使用し屋外試験を行った．図 3-5 に
屋外試験装置の概要図と写真を示す．PV モジュールは全て真南を向いた傾斜面
に設置し，その角度は 40°である．開口全角 5°±0.2°の直達日射計（EKO，
MS-54）を装備した太陽追尾装置（EKO，STR-21）により追尾面直達日射量 DNI
および追尾面全天日射量 GNI を測定した．また，PV モジュール設置面にも全天
日射計を設置して傾斜面全天日射量も同時に測定している．日射量の測定と同
期して 4 枚の PV モジュールの電流‐電圧特性を取得した．また，全天日射量に
対して散乱光の割合を示す散乱比をDNI，GNIを用いて(GNIDNI)/GNIとする． 
図 3-6(a)に 2010 年 5 月 21 日（快晴日）のモスアイ AR フィルムあり / なし
PV モジュールの変換効率の時間推移および GNI，DNI を示す．測定した全時間
でモスアイARフィルムあり PVモジュールの変換効率が上昇していることがわ
かる．同様な試験を合計 8 日間行い，気象条件や太陽光入射条件によって変換
効率の向上率を統計的に求め，その傾向を定量的に評価した．図 3-6(b)に変換効
率の相対向上率Xを示す．ここでX = 5は変換効率が 1.05倍になったこと示す．
つまりモスアイARフィルムによって変換効率が 10%から 10.5%上昇したことを
表す．全測定データで平均化した X は 5.5 であり，3    7 の範囲に全測定時
間の 81%が収まっていることがわかった．
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図 3-5 屋外実証試験装置の構成 
(a) 実験系概要図，(b) 実験系の写真 
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図 3-6 屋外試験結果 
(a) 2010/5/21 の実験結果，(b) 向上率 X の頻度 
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図 3-2 に示すように，モスアイ AR フィルムには入射角度依存性があるため相
対向上率 X も直達光や散乱光の入射角度によって異なることが示唆される．PV
モジュールへの光線入射角度および散乱比と X の関係を把握するため，AM1.5G
スペクトル[78]，分光反射率，c-Si PV モジュールの分光感度[79]を考慮し，散乱
光および直達光の入射角度による X の変化を計算した．また，実測データを統
計処理し散乱比および入射角度の範囲で平均化した．その結果を図 3-7(a)に示す．
数値計算および実験結果どちらも光線入射角 60°≦ θin ≦90°，散乱比 0.0～
0.2(快晴の条件)で最も高い X = 7 を得ることができた．同様に市販 AR フィルム
の低反射特性では X = 2.6 が最大である．さらに全ての条件においてモスアイ
AR フィルムの優位性を確認できた． 
モスアイ AR フィルムの相対向上率 X は光線入射角 30°＜ θin ≦60°の時に
最も低いことがわかり，θinの増大に対して単調に増加していない．一方市販 AR
フィルムの場合は単調増加である．この理由を説明するために，単波長ごとの X
を求め，その角度依存性を計算した．図 3-7(b)に示すように，波長 1000 nm，850 
nm では 30°＜ θin ≦60°の範囲で最も低い X になることがわかった．これは
図 3-2に示すようにモスアイARフィルムが長波長側に行くにつれ反射率が高く
なること，また c-Si PV モジュールの感度波長ピークがおよそ 950 nm 付近にあ
ることが原因であると考えられる．
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図 3-7 向上率 X と入射角度，波長の関係 
(a)各散乱比における X，(b) X の波長と入射角度依存性 
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3.5  年間発電量向上シミュレーション 
前節で示したように実験で得られた相対向上率 X と散乱比，光線入射角度 θin
の関係をシミュレーションで比較的よく再現することができた．そこで東京と
Phoenix（米国，アリゾナ州）に設置した PV モジュールを想定し，モスアイ AR
フィルムによって年間でどの程度発電量増加が見込めるのか計算した．その結
果を表 3-1 に示す．東京と Phoenix は緯度がほぼ同じだが，年間日射量ならびに
散乱比が大きく異なる地域である．東京での GNI 年間積算値は 1,746kW/m2，年
平均散乱比が 0.41 に対して Phoenix ではそれぞれ 3,294 kW/m2，0.21 である．年
間日射量データは文献[80], [81]を用いた．なお X の PV モジュール温度依存性は
無視している．PV モジュールの設置角度を 0°，30°，60°，90°の 4 種類と
し，真南を向いている．どちらの地域も設置角度 30°の時に X が最も低くなる．
これは図 3-7 に示すように，太陽光線の入射角度が大きくなるほど X が大きく
なるというモスアイ構造の角度依存性に起因する．モジュール表面に対して大
きい角度で入射してくる光線のエネルギーが年間を通じて設置角度 30°の時よ
りも増えることで，設置角度 30°以外では X が向上すると考えられる．モジュ
ール面積あたりの発電量で評価すると設置角度 30°が最も増加する発電量が高
くなる．これはモジュール設置角度が大きくなると投影面積分だけモジュール
へ入射する太陽エネルギー量が減少するからである．都市の緯度とほぼ同じ角
度に設置した時が投影面積の減少分が最も小さく，結果として発電量が大きく
なる． 
図 3-8 に月ごとの散乱比，向上率 X を示す．月ごとの X と散乱比を比較する
と，散乱比が大きいと X が小さくなる傾向がある．これは図 3-7 に示すように
散乱比が大きくなると X が低下する特性に起因する．また，その傾向は PV モ
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ジュール設置角度が大きくなるほど顕著になることがわかった．これは，設置
角度が大きいと年間を通じて大きい角度で入射する光線のエネルギー割合が増
える．したがって図 3-7(a)に示すように入射角度が大きいと散乱比に対する X の
低下量が大きくなる（青線）ため，その影響が優位になるからである． 
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表 3-1 モスアイ AR フィルムによる発電量増加割合． 
Tilt angle 
Tokyo, Japan 
lat. 35.40°N 
Phoenix, 
US-Arizona 
lat. 33.43°N 
0° 5.2 (54.7)* 5.0 (99.7) 
30° 5.0 (64.2) 4.8 (109.4) 
60° 5.0 (58.6) 5.0 (97.7) 
90° 5.6 (41.7) 6.0 (66.3) 
Yearly average 
diffusion index 
0.41 0.21 
* Value in parentheses represents yearly gain of the trapped irradiation in kWh/m2 
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図 3-8 東京(日本)および Phoenix(米国アリゾナ州)の月別散乱比および 
向上率 X のモジュール設置角度依存性 
(a) 月別平均散乱比，(b) モジュール角度 0°，(c) モジュール角度 30°， 
(d) モジュール角度 60°，(e) モジュール角度 90° 
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3.6  まとめ 
ふく射機能性微細構造の具体的な適用例として極低反射モスアイ AR フィル
ムを実用サイズ(25 cm × 18 cm)の結晶シリコン太陽電池モジュールに貼り付け，
低反射効果によって変換効率が AR フィルムなしよりも向上することを屋内な
らびに屋外試験により定量評価した．本研究により以下の知見を得た． 
(1) モスアイARフィルムによって太陽電池モジュール表面の反射ロスを軽減す
ることで，8 日間の屋外実証試験を通じて変換効率を最大で 1.07 倍，平均し
て 1.05 倍に向上することを明らかにした． 
(2) 上記(1)の変換効率の相対的な向上率 X と散乱比，光線入射角度の日射因子
の関係を統計的に処理し，その結果にもとづいて年間発電量の向上量につい
て予測したところ，東京と米国アリゾナ州ではそれぞれ最大で 64 kW/m2，
109 kW/m
2の増加が期待できることを示した． 
(3) 2 地点での年間発電量向上率シミュレーション結果を比較することで，散乱
比が大きいと X が小さくなる傾向があり，その傾向は PV モジュール設置角
度が大きくなるほど顕著になることが分かった．またその傾向はモスアイ構
造が持つ分光反射率の角度依存性に起因することがわかった． 
(4) 短期間の試験によりモスアイ AR フィルムの有効性を示すことができたが，
実用化のためにはモスアイ AR フィルムの長期信頼性，耐候性の試験が必要
である． 
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第4章 近接場ふく射の理論的背景および数値解析手法 
4.1  はじめに 
前章までは遠方場ふく射の制御について述べたが，本章では光学理論にもと
づいて近接場ふく射の発生メカニズム，近接場ふく射の特性および無限平行平
板間のふく射熱流束について概説し，その理論的背景から実験検証に求められ
る測定精度などの要件について述べる．また，近接場ふく射を考慮できるふく
射特性の数値解析手法について述べ，従来用いられている遠方場に対する数値
解析方法との差異を述べ，さらに遠方場/近接場ふく射特性の数値解析例につい
て概説する． 
4.2  ふく射の放射機構 
ふく射は物体表面から放射されるので，物体内部温度の分布を考慮する必要
が無い．物体表面のふく射において，理想的に平坦な場合，表面のある 1 点か
ら放射されるふく射は図 4-1 に示すような角度依存性を持つ．通常の遠方場成分
に対してはこの概念で問題は無い．しかしながらこの概念では近接場ふく射の
発生メカニズムを説明することができない．より詳細な放射モデルとして，物
体内部でふく射が発生し，物体内部を伝播，そして表面で屈折/反射し外部へ放
射される一連の電磁波としての振る舞いを考慮する必要がある．一般に金属の
ような不透明媒質の複素屈折率 n + iκ は，電磁波の減衰を表す消衰係数 κ が非常
に大きい（Ni では 4.8 – i7.9@1.5 μm）．したがって金属内部を伝播する電磁波は
僅かな距離でも急激に減衰するものの，伝播することを意味している．したが
って表面のごく近傍の物体内部で発生したふく射は完全に減衰すること無く表
面へと伝播し，その一部が図 4-1 に示すような角度特性を持ち外部へ放射される．
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このような表面近傍での電磁波としての振る舞いを考えることで初めて近接場
ふく射の発生メカニズムを説明できる． 
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図 4-1 理想平坦面の指向性放射率 
(a) 誘電体 (b) 金属 
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4.3  近接場ふく射発生メカニズム 
近接場ふく射が発生するメカニズムは，光学における全反射現象により説明
できる．図 4-2(a)に示すように屈折率 n の物体 I の内部から伝播してきたふく射
（電磁波）が真空との界面に入射する場合を考える．真空中のふく射の波長を λ0，
入射角を θ とする．k1は物体 I 中での波数であり，k1 = n1×k0 = n1×2π λ0である．
真空中の z 方向の波数は𝑘0𝑧 = √𝑘0
2 − 𝑘𝑥2である．x 方向の波数 kxが大きくなる，
つまり入射角 θ = sin-1(kx/k1)が大きくなり，ある角度 θcを超えると真空との界面
で全反射し z 方向へふく射が伝播しない．全反射が起きる最も小さい角度 θcを
臨界角と呼び θc = sin
-1
(1 /n1)である．また，kx/k1 = kx/(k0×n1)より全反射条件は kx/k0 
= 1 である．kxが全反射条件を満たす時は常に k0zは純虚数となり，z 方向へふく
射が伝播しないことに対応する．図 4-2 (b)に屈折率 n = 1.5 の物体内部から波長
λ = 1 μm のふく射が界面に対して θ = 45°で入射した時の解析例を示す．この図
からわかるように物体と真空との界面で全反射が起こり，真空中へとふく射が
伝播していない．しかしながら界面を飛び越え真空中にふく射エネルギーが浸
みだしていることがわかる．界面を飛び越え真空中に浸みだした成分が近接場
ふく射である．図 4-3 に示すように近接場ふく射エネルギー強度（電場 2 乗振幅
|E|
2）は界面から離れるほど指数関数的に減少するため十分遠方では近接場ふく
射は存在しない．また，この近接場ふく射のポインティングベクトル（熱流束）
の時間平均値は Z 方向に 0 であり，遠方へ伝播しないことがわかる．したがっ
て近接場成分は遠方からは検出不可能である．以上のことから近接場成分を検
出するためには 2 物体間の距離をふく射の波長以下に近接させる必要がある． 
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図 4-2 近接場発生メカニズム 
(a) 界面における入射波数ベクトルと透過波数ベクトル， 
(b) 全反射時の光波解析例 
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図 4-3 近接場ふく射エネルギーの z 方向依存性 
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4.4  無限平行平板間におけるふく射熱流束 
図4-4に示す真空ギャップ dで隔てられた無限平行平板間における高温平板か
ら低温平板へのふく射熱流束 q を考える．無限平行平板間のふく射熱流束 q の
ギャップ依存性は理論的に示されており，次式で与えられる[28]． 
 
  𝑞
𝜂
= 𝜋𝑐0
2 ∫ [𝐼𝑏,𝜔(𝑇1) − 𝐼𝑏,𝜔(𝑇2)]
𝑑𝜔
𝜔2
× ∫ [𝛽𝜂(𝑘𝑥, 𝑑)]𝑘𝑥𝑑𝑘𝑥
∞
0
∞
0
    (4-1) 
 
ここで上付き添字 η は偏光状態(S 偏光，P 偏光)を表し，c0は光束，Ib,ωは角周波
数 ω，単位立体角あたりの黒体放射能である．Βη(kx,d)はギャップ d の時にある
入射角度 θ = sin-1(kx/k1)で入射するふく射のエネルギー交換関数であり， 
 
   𝛽𝜂(𝑘𝑥, 𝑑) 
    =
{
 
 
 
 (1 − |𝑟01
𝜂
|
2
) (1 − |𝑟02
𝜂
|
2
)
|1 − 𝑟01
𝜂
𝑟02
𝜂
exp(2𝑖𝑘0𝑧𝑑)2|
                                       for 0 ≤ 𝑘𝑥 <
𝜔
c0
         (4-2a)
4 exp(−2𝑖𝑘0𝑧𝑑) [
Im{𝑟01
𝜂
}Im{𝑟02
𝜂
}
|1 − 𝑟01
𝜂
𝑟02
𝜂
exp(2𝑖𝑘0𝑧𝑑)2|
]      for
𝜔
𝑐0
≤ 𝑘𝑥 ≤ ∞        (4-2b)
 
 
で表され，0~1 の値をとる．r は複素フレネル係数であり，添字 01 は真空→物体
I のフレネル係数を表す．ω/c0 (= k0) は全反射条件であり，式(4-2a)は遠方場，
(4-2b)は近接場ふく射に対応する．図 4-5 に波長 1 μm，屈折率 n1 = n2 = 1.5 の時
のエネルギー交換関数 β の入射角度依存性（S 偏光，P 偏光の平均値）を示す．
d = 1.0 μm の時，β は全反射条件の少し手前から急激に減少し，近接場成分がほ
ぼ伝播しないことがわかる．一方 d = 0.1 μm では全反射条件を超えても β は比較
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的ゆるやかに減衰しており，近接場成分の熱交換が行われる．遠方場領域にお
いて β が入射角度によって変化するのは真空ギャップ内で生じる多重反射によ
る干渉効果である． 
図 4-6 に複素屈折率 n1 = n2 = 1.5 + 0.01i におけるふく射熱流束 q のギャップ依
存性を示す．いずれの計算条件においてもギャップ減少に伴い指数関数的に熱
流束 q が向上し，ギャップ極小時では黒体ふく射限界 qBBを超えていることがわ
かる．T1 と T2 の平均温度および Wien の変位則から計算した黒体ふく射スペク
トルのピーク波長 λT 以下になると徐々に近接場効果が発現しており，温度が高
くなるほど λT が短くなっている．これは高温では短い波長のふく射成分が多く
なり，真空への浸み出し長が短くなるからである．全反射で生じる近接場ふく
射の浸み出し長 dpは，電場振幅が 1/e になる条件から次式で表される． 
 
  𝑑𝑝 =
𝜆
2𝜋
(√
sin (𝜃𝑖𝑛)
𝑛2
− 1)
−
1
2
                    (4 − 3) 
 
この式からわかるように，波長 λ が短ければ短いほど dpは小さくなることがわ
かる．したがって高温であるほどギャップを小さくしないと近接場による増大
効果が得られないことがわかる．
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図 4-4 真空ギャップで隔てられた無限平行平板 
T2, n2
d
T1, n1
Vacuum
kx
θ
k1
X
Z
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図 4-5 入射角度 θ とエネルギー交換関数 β の関係 
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図 4-6 ふく射熱流束のギャップ依存性 
(a) T1 = 320 K, T2 = 300 K   (b) T1 = 500 K, T2 = 300 K (c) T1 = 1000 K, T2 = 300K 
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4.5  実験系に求められる要件 
以上の理論解析結果を踏まえ，近接場ふく射による熱交換を実験的に検証す
るためには以下の要件を満たす実験系が必要である． 
(1) ギャップ測定の分解能 0.1 μm 以下 
(2) ふく射伝熱面の高い平坦度 
(3) 2 平面間の高い平行度(理想的には 0°)と精密な角度調整機構 
(4) ふく射伝熱面の高い清浄度(微粒子の除去) 
(5) 真空環境 
上記 5 項目について具体的な解決策を示す． 
(1) 図 4-6 に示すようにギャップ 10 μm 以下で近接場効果が現れてくることがわ
かる．したがってギャップ測定の分解能は少なくとも 0.1 μm 以下である必要
がある． 
(2) 2 平面間でギャップが一様ではない，つまりふく射伝熱面のうねりも問題に
なる．伝熱面全体において最も高い場所と低い場所の高低差が少なくとも 0.1 
μm 以下である必要がある． 
(3) 理想的な平坦面を対向させたとしても角度調整の最小変化量が粗いと高い
平行度を実現できないためギャップが一様にならない．ふく射伝熱面のサイ
ズを直径 25 mm，角度調整機構の最小変化量を 0.01°と仮定すると最大でギ
ャップが 4.36 μm 変化する．したがって 0.001°以下の角度分解能が必要であ
る． 
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(4) ふく射伝熱面に微粒子が存在するとそれがスペーサとなり，微粒子直径以下
にギャップを縮めることが不可能になる．したがって高い清浄度が要求され
るため ISO クラス 6 程度のクリーンルームが必要である． 
(5) 空気を介した熱伝導を無視する必要があるため真空環境下で実験を行う必
要がある．図 4-4 に示す真空ギャップを 1 気圧の静止空気に置き換え，静止
空気の熱伝導率を 0.0257W/m・K，T1 = 320 K，T2 = 300 K，d = 1 μm と仮定
すると空気の熱伝導による熱流束は 514,000 W/m2 となりふく射熱流束を大
きく上回る．気体の分子運動論によると希薄気体を介した熱流束は圧力に比
例することが示されており，それに基づいて計算すると圧力 0.1 Pa では同じ
温度条件で熱流束が 2.34 W/m2となる．ふく射熱流束に対して 1/100 程度と
なるため少なくとも 0.1 Pa 以下の真空環境が必要である．より詳細な計算方
法については付録 A に示す． 
4.6  ふく射特性の数値解析手法 
任意構造を含む表面から放射されるふく射特性を求めるにはふく射を電磁波
として扱う必要があるため，電磁波解析としてよく知られている有限時間差分
領域法(Finite difference time domain method, FDTD)[49]を用いることが多い．非常
に単純な構造である無限平行平板や薄膜同士のふく射熱流束は薄膜干渉の理論
を応用することで厳密解を求めることが可能だが，2 次元，3 次元構造では困難
である．したがって任意形状構造を含む電磁場の汎用解析手法である FDTD 法
を用いて解析することによりふく射特性を求める必要がある．FDTD 法は
Maxwell 方程式を時空間で差分化し，時間に対して陽に解くことで電磁波の時間
発展を計算できる．FDTD 法を用いて任意構造にある波長を持った平面波を照射
し，吸収率を求め，Kirchhoff の法則により放射率を求める手法が一般的である．
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遠方場成分についてはこの方法で問題無いが，この手法ではふく射の放射機構
がモデル化されていないため表面近傍に局在する近接場成分は解析できない．
なぜなら 4.2 節で説明したように物体内部で発生したふく射が伝播し，表面で
反射/屈折するという一連の放射機構を考慮していないからである．したがって
物体内部にふく射源を配置し，そこから放射されるふく射そのものを計算する
必要がある．FDTD 計算上では，物体内部を通過する計算格子点に対してある周
波数を持つふく射源（電流源）を与える．このふく射源は格子振動に起因する
摂動電流を模擬しており，摂動電流の時間変化によって物体内部から放射され
るふく射をモデル化したものである．このふく射源から放射されるふく射の時
間発展を FDTD 法で解くことで初めて近接場成分を計算できる．また，計算領
域を十分大きくすることで遠方場成分の解析も可能である． 
4.6.1 ふく射特性の FDTD解析例 －Au理想平坦面の指向性放射率－ 
ふく射特性の FDTD 解析の例として，Au 理想平坦面の指向性単色放射率を計
算した結果について示す．図 4-7 に解析モデルを示す．Au 内部に配置した 1 つ
のふく射源から放射されるふく射の伝播を解き，指向性単色放射率を計算する．
ふく射源の位置は真空/Au 界面から 1 メッシュ分だけ内部に配置してあり，球状
等方的に波長 1 μm のふく射を放射する．メッシュサイズは X，Y 方向ともに 0.02 
μm であり，Au の複素誘電率は 0.256 + 5.98i@1 μm である．また，金属のように
複素屈折率の実部が虚部より小さくなる材料（負誘電物質）に対する FDTD 法
の解析手法として補助微分方程式（Auxiliary differential equation method, ADE）
法を用いた[49]．計算領域外周には PML 吸収境界条件[71]を課した．定常状態に
おけるふく射エネルギー強度（電場 2 乗振幅）の放射角度依存性から指向性放
射率を計算した．本手法により求めた指向性単色放射率を図 4-8 に示す．理想平
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坦面の指向性放射率はFresnelの式とKirchhoffの法則を用いて理論的に計算でき
る．この理論計算結果と FDTD 法による解析結果は非常によく一致することが
わかる．角度が大きくなると徐々に誤差が大きくなる理由は有限サイズの計算
領域で打ち切っていること，放射率を計算する過程において投影面積で除して
いることに起因する．なお，図 4-8 に示す FDTD 法の指向性単色放射率の結果
は，FDTD 法により求めたふく射エネルギー強度の垂直成分（θ = 0 °）で規格
化し，さらに垂直放射率が理論計算値と一致するよう相対的な評価をしている．
FDTD 法により直接放射率を計算する方法は現状まだ提案されていないが，エネ
ルギーの相対評価には問題ないことがわかる． 
図 4-9 にふく射源周辺の電場 2 乗強度分布図を示す．白線は真空/Au 界面を表
す．図 4-9 (a), (b)は TM モード（P 偏光，Ey =0，Hx = Hz = 0）の計算結果であり，
真空/Au 界面に沿うような電場成分が確認できる．これは表面プラズモンポラリ
トン（Surface plasmon polariton，SPP）と呼ばれるものである．SPP とは金属/誘
電体（あるいは金属/真空）界面に沿うように伝播する近接場成分であり，誘電
体同士の表面には励起されない．この SPP は Au 内部のふく射源から発せられた
ふく射により励起されていることがわかる．平面波を照射し，反射/透過率を計
算する従来の方法ではこのように表面近傍で生じる電磁波の挙動は計算できず，
本手法のように物体内部から放射されるふく射を解くことで初めて計算できる．
また，SPP は TM モードでしか励起されないため，図 4-9(c)に示す TE モード（S
偏光，Ex = Ez = 0，Hy = 0）の計算結果では SPP は存在しない． 
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図 4-7 Au 理想平坦面の指向性単色放射率を計算する 2 次元 FDTD 解析モデル． 
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図 4-8 Au 理想平坦面の指向性放射率計算結果． 
(a) TM モード，(b) TE モード 
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図 4-9 波長 1 μm のふく射源近傍の電場 2 乗強度分布図 
(a) Ex成分，(b) Ex成分，(c) Ex成分 
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4.6.2 ふく射特性の FDTD解析例 －溝構造をもつ SiCの指向性放射率－ 
Greffet らの報告にあるように SiC 表面に断面が矩形の周期的な溝構造を与え
ることで，放射率の角度選択性が発現することが知られている[6]．本項では前
項と同じ手法を用いて表面に溝構造を持つ SiC の指向性単色放射率を FDTD 法
によって求める．解析モデルを図 4-10 に示す．溝の周期 p は 5.7 μm，溝幅は p/2，
深さ h は 0.3 μm である．メッシュサイズは X，Y 方向ともに 0.1 μm である．解
析波長は波長 11.4 μm であり，その時の SiC の複素屈折率は 0.08 + 2.8i である．
解析結果を図 4-11 に示す．FDTD 法の解析結果に加えて従来の計算手法である
RCWA法とKirchhoffの法則を用いて放射率を計算した結果についても示してい
る．この図からわかるように溝がある SiC 表面では θ = 69°で放射率が極大とな
り角度選択性が発現している一方，平坦面には現れていない．図 4-12 に電場強
度（√𝐸𝑥2 + 𝐸𝑧2）分布図を示す．平坦面の SiC ではふく射源を中心に同心円上に
電場強度が分布しているが，溝構造を付与することで θ = 69°の角度に強く放射
していることがわかる．ある角度で放射率が極大になる理由は，SiC 表面には前
項で述べた SPP が励起されており，その SPP と溝構造が相互作用することであ
る角度で強くふく射が真空中へと放射されることに起因する．つまり平滑面で
は図 4-12 (b)に示すように SPP は表面へ沿って伝播することしかできない．しか
し溝構造があることでそれに由来した周期的な電磁場を真空側へ形成し，形成
された電磁場がある角度で真空中へと放射されることによって強い角度選択性
が発現する． 
 第 4章 
80 
 
 
図 4-10 SiC2 次元回折格子の単色指向性放射率を 
計算する 2 次元 FDTD 解析モデル． 
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図 4-11 SiC2 次元回折格子の単色指向性放射率（TM モード）． 
(a) λ = 11.4 μm，(a) λ = 11.0 μm 
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図 4-12 電場強度（√𝐸𝑥2 + 𝐸𝑧2）分布図 
(a) 溝構造を持つ SiC，(b) 理想平坦面の SiC 
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4.6.3 ふく射特性の FDTD解析例 －薄膜 SiC間の分光熱流束－ 
前項までの FDTD 計算は遠方場特性である単色放射率の角度依存性について
の解析例であるが，本項では近接場ふく射エネルギー輸送量の FDTD 解析例に
ついて概説する．解析モデルを図 4-13 に示す．真空ギャップ 1 μm で隔てられた
厚さ 1 μm の SiC 平板間の分光熱流束を計算する．解析領域下部の SiC 内部に単
波長のランダムなふく射源を多数配置して一斉に放射させ，真空ギャップ中央
を通過するポインティングベクトルを求める．より詳細な計算の流れについて
は付録 C に記載するが，この時ふく射源（電流源）は方向と初期位相に関して
完全にランダムに設定する．これは格子振動に起因するランダムな摂動電流を
模擬しており，初期位相と方向をランダムに変化させながら独立に解析を繰り
返し，その結果を平均する手法が用いられる[38], [82], [83], [84], [85]．そして波
長を変えながら解析し，分光熱流束を求める．また，この系に対する分光熱流
束は厳密解が示されており[86]，本手法で求めた結果と比較する．解析結果を図
4-14 に示す．FDTD の解析結果は任意単位だが，定性的な傾向は非常によく一
致していることがわかる．そこで分光熱流束の相対的な強度を比較するため，
波長 25 μm における熱流束で正規化した結果を図 4-14(b)に示す．この図からわ
かるように厳密解と FDTD 解析結果は非常によく一致していることがわかる．
また，付録 D に示すように SiC の誘電率は波長 10.33～12.6 μm の範囲で負の値
をとる．したがってこの波長範囲のふく射では SPP が発生し，熱輸送の向上に
寄与していると考えられる．そこで最も熱流束が高い波長 10.33 μm について解
析し，電場分布を可視化した．その結果を図 4-15 に示す．なおこの解析の場合
では電場分布を確認しやすくするためにふく射源は SiC 内部の一部分にのみ設
定している．図 4-15(a)に示すように，SiC 表面に沿うように電場が分布してお
 第 4章 
84 
 
り，SiC 両面に SPP が励起されていることがわかる．さらに図 4-15(b)に示すよ
うに上部の SiC にはふく射源が無いにも関わらず，SPP が発生しており，上下の
SiC にまたがって SPP が存在している．この解析結果からわかるように，表面に
局在している SPP が他方の物体に伝播することで熱輸送の飛躍的な向上に繋が
っていることがわかる． 
以上の解析結果から定量的にはやや課題が残るが，定性的に現象を説明する
には十分有効な計算手法であるといえる． 
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図 4-13 薄膜 SiC 間の分光熱流束を計算する 2 次元解析モデル 
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図 4-14 1μm の真空ギャップで隔てられた SiC 薄膜間の分光熱流束． 
(a) FDTD 解析結果と厳密解，(a) 正規化分光熱流束 
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図 4-15 ふく射源周辺部の電場強度分布図 
(a) SiC1 本の場合，(b) SiC2 本の場合 
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4.7  まとめ 
本章では近接場ふく射の発生メカニズムおよび無限平行平板間のふく射熱流
束について概説し，実験検証に求められる測定精度などの要件について説明し
た．また，近接場ふく射を考慮した数値解析手法についても概説し，遠方場に
対する従来の解析手法との差異を説明するとともに 3 つのふく射特性解析例を
示し，ふく射エネルギーの相対的な評価においては理論解と比較的よく一致し，
その有効性を示した． 
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第5章 近接場熱ふく射輸送量の実験的評価 －表面微細構造
の影響－ 
5.1  はじめに 
本章では微細構造の無い平板ならびに表面微細構造を持つ平行平板間の近接
－遠方場ふく射熱流束のギャップ依存性について実験的に検証した結果につい
て示す．分光干渉方式を用いた精密ギャップ測定装置を用いて平板間のギャッ
プを精密に測定し，従来の研究よりも理論値に対する絶対誤差を 1/10 程度に抑
えることが可能となり，より精密に理論検証を行うことができた．また，石英
基板上の矩形キャビティ構造がふく射熱流束に与える影響について定量評価し
た．さらに金スパッタリングが施された矩形キャビティ構造同士ではギャップ
極小時に構造の共鳴効果による熱流束の飛躍的向上を実験的に確認した． 
5.2  先行研究との比較 
Hargreaves らによって室温環境下で Cr－Cr 間の近接場効果によるふく射熱流
束向上が報告されており[87]，その後 Domoto らによって極低温（10~15 K）状
態のCu－Cu間で検証され[88]，理論解析結果[89]と比較的良い一致を得ている．
さらにその後 Otten らにより広い伝熱面積（50×50 mm）を持つ Al2O3－Al2O3
間で検証され，近接場ふく射の存在が実験的に確かめられてきた[31]．また平行
平板間だけでなく平板－球間での検証もなされており，ギャップが 0.1 μm 以下
でおよそ 1000 倍の熱流束向上が報告されている[29], [90], [91], [92]．いずれの実
験結果も 2 物体がふく射の波長以下に近接すると近接場効果によるふく射熱流
束の向上が確認されているが，ギャップ測定精度に問題があり理論検証が十分
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に行われていない．より精密に近接場効果を検証するためには以下の要件を満
たす必要がある． 
(1) 精確なギャップ測定と一定ギャップの維持 
(2) 2 平面間の高い平行度(理想的には 0°) 
Otten らは厚さ 5 mm，50 mm 角の Al2O3基板の 4 隅に銅をスパッタリングしそれ
を対向させ，銅平面同士のギャップに依存した静電容量を測定することでギャ
ップを測定する手法を用いた．4 隅のギャップを同時に測定することで平面間の
平行度を維持し，要件 1 および 2 を解決した．しかしこの方法ではスパッタし
た銅がスペーサとなり，銅の厚さ以下のギャップにすることができない．また，
ギャップ測定のバラつき（±σ）が±1 μm と非常に大きく，精密なギャップ測定
がなされていない．ギャップ測定のバラつきや Al2O3基板の表面粗さの問題など
から近接場効果が現れるギャップ 10 μm 以下では理論解析結果と大きく乖離し
ており，理論検証が不十分である．そこで本研究では分光干渉を用いて精密に
ギャップを測定し，2 平面間のギャップ分布を測定することで要件 1，2 を解決
し，より精密に理論検証を行うことができた．これにより精密な実験検証をす
ることが可能になり，表面微細構造が近接‐遠方場ふく射伝熱に与える影響に
ついて定量評価を初めて行うことができた． 
5.3  実験装置概要 
図 5-1 に実験装置全体の概要を，図 5-2 にエミッタ/レシーバ周辺部の断面模
式図をそれぞれ示す．本実験装置は真空チャンバー，キネマティックピエゾホ
ルダ（AG-M100LV6, Newport Corp.），直動ピエゾ 1 軸ステージ（AG-LS25V6, 
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Newport Corp.），ポリイミドフィルムヒータ （ーHK5539R70.1L12D, Minco Corp.），
ギャップ計測光干渉計，ソースメーター（Keithley 2400, Keithley Instruments）で
構成されている．本装置を用いて真空中で高温物体（エミッタ）と低温物体（レ
シーバ）の温度差を一定に保持し，ギャップに依存した熱ふく射熱流束を評価
した．真空チャンバーの観察窓越しに干渉計の光束を入射し，ギャップサイズ
に依存した干渉波形からエミッタ/レシーバ間ギャップを精密に測定する．干渉
計のレンズ部はチャンバー外側に設置してある目盛付きXYZステージに装着さ
れており，ステージを動かすことでギャップを面内方向へスキャンでき，それ
によりエミッタ/レシーバ間の傾きを定量化できる．キネマティックホルダはピ
エゾ素子で駆動しエミッタ/レシーバの平行度を調整し，その角度分解能は 1 
μrad（= 5.73×10-5°）である．キネマティックピエゾホルダは直動ピエゾステー
ジによって前後に移動し，エミッタ/レシーバ間ギャップを制御する．なお，直
動ステージが動作しても平行度は変わらない．直動ステージはピエゾ素子で駆
動し，その最小移動量は 50±10 nm である．エミッタは裏面に直径 25 mm，肉
厚 1.5 mm の中空スペーサを介してホルダに取り付けられている．さらにエミッ
タ裏面には直径 20 mm のポリイミドフィルムヒーターが取り付けてあり，ジュ
ール熱によって加熱を行う．直径 0.1 mm の K 型熱電対を 2 ヶ所エミッタとヒー
ターの間に挿入し，温度測定および制御を行う．電流分解能 5 μA のソースメー
ターを用いて PID 制御によりエミッタ温度は一定に保たれる．レシーバは厚さ 2 
mm の銅板を介してチャンバー内壁に取り付けられており，エミッタから受け取
った熱量をチャンバーへ散逸させることでその温度を低温に保つ．レシーバ温
度も同様に直径 0.1 mm の K 型熱電対を 2 ヶ所レシーバと銅板の間に挿入し，温
度を取得する．LabVIEW プログラムによりピエゾステージ/ホルダへの信号，温
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度，ヒーター印加電流および抵抗を取得・制御を行った．真空チャンバーは ISO
クラス 6 のクリーンブース内に設置し，エミッタ/レシーバをセットするまでに
ふく射伝熱面へ微粒子が付着しないようにした． 
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図 5-1 実験装置概要 
(a) 実験装置システム構成図，(b) 外観およびエミッタ/レシーバ部拡大写真 
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図 5-2 エミッタ/レシーバ部断面模式図 
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5.3.1 ギャップ計測システム 
分光干渉計を用いてギャップを精密に測定した．その光学配置を図 5-3 (a)に
示す．ハロゲンランプの白色光（400–1000 nm）を光ファイバーによりアクロマ
ティックレンズへ導光する．レンズから射出された光はエミッタ/レシーバ間の
微小ギャップで多重反射され，多重反射した光は再びレンズを通り，光ファイ
バーを介して分光器へ導光される．分光器で取得した反射スペクトルは微小ギ
ャップにのみ依存した干渉波形を示し，フーリエ変換された干渉波形の最大値
が微小ギャップに対応する．本システムの測定可能範囲は 0.5 μm から 100 μm，
分解能は 1 nm である．白色光を長波長側へシフトする，あるいは分光器の波長
分解能を高くすることでより広い範囲でギャップ測定が可能になる．また，ア
クロマティックレンズによって集光するためギャップ測定スポット径は約1 mm
である．したがって本システムは局所的なギャップを測定することができ，測
定位置を走査することでエミッタ/レシーバの平行度を測定することが可能であ
る．白色光を用いた光干渉計により分解能 0.1 nm のガラスギャップ測定が実現
[93]されるなど，分光干渉方式を用いることで精密に測定することが可能である．
測定の一例として図 5-3 (b)に石英平板間の真空ギャップにおける分光反射率（干
渉波形）を示す．青線はギャップ 4.135 μm の理論計算結果であり，赤線は実験
中に取得した反射率である．フーリエ変換した干渉波形を図 5-3 (c) に示す．ど
ちらの干渉波形もギャップ 4.135μm にピークを持っており，測定した干渉波形
をフーリエ変換することでギャップを定量化できる．分光干渉計によるギャッ
プ測定原理の詳細は付録 B に記載した． 
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図 5-3 分光干渉を用いたギャップ計測システム構成図 
(a) 光学配置，(b) SiO2平板間の真空ギャップにおける分光反射率(干渉波形), 
青線: 理論計算，赤線: 測定値 
(c) フーリエ変換結果 
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5.3.2 実験試料（エミッタ/レシーバ） 
下記に示すエミッタ/レシーバの組み合わせで実験を行い，平行平板間のより
精密な理論検証と表面微細構造が与える影響について調査した． 
1.     平板エミッタ－平板レシーバ・・・・・・(Flat‐Flat) 
2.  キャビティエミッタ－キャビティレシーバ・・・(Cavity‐Cavity) 
3. 金キャビティエミッタ－金キャビティレシーバ・・(AuCavity‐AuCavity) 
4. 金キャビティエミッタ－金平板レシーバ・・・・・(AuCavity‐AuFlat) 
平板エミッタ/レシーバとして直径 25 mm，厚さ 5 mm の石英基板を用いた．
ふく射伝熱面の面精度は λ/20@633 nm であり，これは伝熱面において一番高い
所と一番低い所の高低差が 32 nm 以内であることを示す．同じ仕様の基板を用
いて伝熱面へ 5×5×5 μmの矩形キャビティを施した基板をキャビティエミッタ
/レシーバとして用いた．その外観と SEM 像を図 5-4 に示す．ふく射伝熱面に対
して 62.4%を占める 17.5×17.5 mm の領域にキャビティ加工を施した．さらにこ
のキャビティ基板に対してスパッタリングにより金を成膜した基板を金キャビ
ティエミッタ/レシーバとして用いた．金膜厚は 0.62 μm である．図 5-5 に外観お
よび摸式断面図を示し，図 5-6 にキャビティ加工プロセスを示す．キャビティ加
工が施されたエミッタ/レシーバを評価するときは平坦面の位置が合うように位
置調整をした．したがってキャビティの壁の向きがエミッタ/レシーバで揃って
いる．また，未加工の平坦部でギャップを測定し，平行度を調整した． 
金属キャビティによる遠方場ふく射の波長制御は非常によく知られている．
円山らはシリコン固体表面に矩形キャビティを施し，さらに Cr で蒸着したエミ
ッタの垂直放射率を測定し，キャビティ構造によって特定波長の放射率が増大
することを示した[1]．金属で構成されたキャビティの分光放射率はある波長で
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ピークを示し，そのピークが発現する波長は矩形キャビティの共振理論から次
式で与えられる． 
 
  𝜆𝑙,𝑚,𝑛 =
2
√(
𝑙
𝐿𝑥
)
2
+ (
𝑚
𝐿𝑦
)
2
+ (
𝑛
2𝐿𝑧
)
2
                                                                      (5 − 1) 
 
ここで l，m は同時に 0 にならない正の整数であり，n は正の奇数である．また，
Lx，Lyはキャビティ開口面の寸法であり，Lzはキャビティの深さである．ふく射
の波長程度の大きさのキャビティ内部では図 5-7 に示すように電場の振動モー
ドが限定される．これは金属が電気伝導性が非常に高いため，金属表面ではそ
の表面に沿う電場の成分が節になる境界条件が課されるためである．一方キャ
ビティ開口部には節になる条件が課されていないため，腹となる．図 5-8 に本研
究で使用した金キャビティの分光放射率を示す．同図中に Lx = Ly = Lz = 5 μm と
して（5－1）式で計算した分光放射率のピーク波長も示している．測定値が示
すピーク波長と（5－1）式を用いて予測したピーク波長は非常によく一致して
おり，放射率の波長選択性が発現していることがわかる．また，キャビティ寸
法の 2 倍である波長 10 μm を境に，急激に放射率が減少し，それより長い波長
ではほぼ同じ値を示していることがわかる．これはキャビティ内部では長い波
長の振動モードの存在が許されず，波長の長いふく射にとってはキャビティの
凹凸が見えず，平滑面と見なされるからである．また，放射率が急激に低下す
る波長は（5－1）式を用いて予測でき，λ100である．λ100 = 10 μm であり，測定結
果とよく一致している．さらに λ100は遮断波長と呼ばれており，導波管の原理を
使って説明できる．320 K と 300 K の黒体ふく射スペクトルの差，およびそれに
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キャビティの分光放射率を乗じたスペクトルもプロットしてある．300 K 付近に
おけるふく射熱交換において，波長 2.5 μｍから 10 μm の範囲の分光熱流束が支
配的であり，また 6 μm，8 μm にピークを持つことが予想される．また，キャビ
ティの寸法はこの黒体ふく射スペクトルと波長 λ101 のキャビティ放射率のピー
ク値が一致するよう設計しており，ほぼ一致していることがわかる． 
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図 5-4 5×5×5 μm の矩形キャビティを加工した 
エミッタ/レシーバ外観写真および SEM 像 
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図 5-5 金キャビティエミッタレシーバの外観および摸式断面図 
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図 5-6 キャビティ加工プロセス 
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図 5-7 金属キャビティ内部で取りうる電場の振動モード 
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図 5-8 金キャビティの分光放射率および黒体放射スペクトル
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5.3.3 ふく射熱流束評価方法 
次式を用いて近接－遠方場ふく射熱流束 q を評価した． 
 
  𝑞 =
𝑃ℎ𝑒𝑎𝑡𝑒𝑟 − 𝑃𝑙𝑜𝑠𝑠
𝐴
                                                                                                    (5 − 2) 
 
ここで Pheaterはヒーターの発熱量，Plossは熱損失，A はふく射伝熱面積である．
ヒーターで発生した熱はエミッタへと伝導し，一部は伝熱面からふく射として
レシーバへ伝わる．しかし発生した熱の一部は図 5-9 に示すようにスペーサへの
熱伝導損失 Pcon および非伝熱面（エミッタ側面・裏面，ヒーター裏面）からの
ふく射損失 Prad としてチャンバー内壁へ伝わる．これらをまとめて熱損失 Ploss
としている． Ploss を軽減することで実験精度を高めることができる．ふく射損
失 Prad を軽減するため，非伝熱面（エミッタ側面・裏面，ヒーター裏面）にア
ルミが蒸着された熱制御フィルム（UTC-025R-ANNA，宇部興産）を貼り付けた．
熱制御フィルムの赤外半球放射率@50℃は 0.03 であり，これにより Pradをなる
べく小さくすることができる．さらに熱伝導損失 Pcon を軽減するためにニクロ
ム線によりスペーサを加熱してエミッタとの温度差を最小化することで断熱を
行った．図 5-9(b)に示すようにエミッタとスペーサの間に熱電対を挿入し，その
温度とエミッタ温度の差が 0℃になるようニクロム線への印加電流を制御した．
ニクロム線はスペーサ周囲に短絡しないように長さ約 50 cm 巻きつけた後，紫
外線硬化樹脂で封止した．さらにスペーサは剛性を維持しながらエミッタとの
接触面積が最小限になるように図 5-10 に示すような加工を施している．赤色で
着色してある接触面は伝熱面に対して 5%程度である． 
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図 5-9 熱エネルギーのフロー図． 
(a) 非伝熱面からのふく射損失 Prad， 
(b) スペーサへの熱伝導損失 Pconおよび熱電対挿入位置． 
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図 5-10 実験に用いたスペーサ写真． 
エミッタとの接触面を赤色で着色してある． 
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5.3.4 実験手順 
はじめに，エミッタ/レシーバ間ギャップを約 100 μm に保ち，ギャップをスキ
ャンしながら鉛直，水平方向の平行度が 5×10-4°以下になるよう平行度を調整
する．次にヒーター印加電流の PID 制御を開始し，目標温度へと昇温させなが
らおよそ 3 時間かけて実験系全体を熱平衡状態へ到達させる．熱平衡状態へ到
達後，平行度を確認しながらギャップを小さくし，ギャップ約 1 μmに設定する．
これを初期状態とし，その後ステージを後退させてギャップを拡大し，1 時間か
けて熱平衡状態への到達を繰り返すことでふく射熱流束 q のギャップ依存性を
取得する．エミッタ温度は PID 制御により一定に保たれる．実験中は真空ポン
プを稼働し続け，チャンバー内圧力を 4～5×10-4 Pa に維持し，また測定中のチ
ャンバー温度を 30℃(303.2 K)に維持した．エミッタ/レシーバ温度，ヒーター出
力，チャンバー内壁/外壁温度，スペーサ温度を記録しながら自動的に測定を行
った．  
5.4  実験結果 金膜なしエミッタ/レシーバの場合 
図5-11に各温度差におけるFlat‐Flatのふく射熱流束のギャップ依存性を示す．
厳密解[89]と比較して非常に良く一致していることがわかる．なお，300K 付近
における石英の複素屈折率（波長範囲: 1~100μm）は文献[94]の値を用いて厳密
解を求めている．測定点は熱平衡状態時での 10 分間の平均値を採用し，平均時
間内で得られた測定値の±3σ をエラーバーとして示してある．この実験結果から
わかるように，ギャップ 2 μm 以下においては黒体ふく射限界を超える熱流束が
得られている．各温度差条件で得られた最大熱流束はそれぞれ 43.1 W/m2, 94.5 
W/m
2
, and 192.7 W/m
2であり，黒体ふく射限界の 1.4 倍である． 
得られた実験結果と厳密解を比較し絶対誤差を求めた．T = 4.1 K の条件にお
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いて，最大誤差は 1.85 W/m2，平均誤差 0.55 W/m2である．一方既報[31]の実験
結果（T = 6.8 K）での最大/平均誤差はそれぞれ 11.0 W/m2，4.4 W/m2であり本
研究で提案したギャップ測定手法により精度が 1 桁向上している．ギャップ測
定のバラつき（±σ）は本研究では最大で 0.138 μm 以下であり，既報[31]の 1/10
の値であり非常に安定したギャップ測定がなされている．表 5-1 に本研究および
既報[30], [31]のギャップ測定バラつき（±σ）と熱流束の絶対誤差を示す．分光干
渉方式による精密なギャップ測定により低温度差においても精密に理論検証を
行うことができた．また，エミッタ/レシーバ間の平行度は少なくとも 8.6×10-4°
以下であり，幾何学的な関係からエミッタ/レシーバは接触してない．平行度は
ギャップ測定点の距離と，局所ギャップから算出した． 
図 5-11 に Cavity‐Cavity のふく射熱流束のギャップ依存性を示す．この図よ
り，ギャップ 10 μm 以上の遠方場ふく射が支配的な領域では Flat‐Flat に対して
1.2 倍の熱流束が得られた．これは図 5-12(a)に示すように全反射条件を満たす角
度で入射してきたふく射成分は，表面に何も無い場合は近接場ふく射を発生さ
せるが，表面に矩形キャビティがあることで散乱し，遠方場へと変換されたか
らである．これにより遠方場の熱流束が向上したと考えられる．一方，ギャッ
プが小さくなる（近接場ふく射が支配的になる）につれ近接場効果による熱流
束の向上は相対的に低下する．これは次のように考えられる．図 5-12(b)に示す
ようにキャビティ底面に入射したふく射も近接場ふく射を発生させる．しかし
キャビティの深さ分だけレシーバまでの距離が大きいため，この発生した近接
場成分は熱交換に寄与しない．したがってキャビティ同士の近接場効果は平板
同士と比べて相対的に低くなる． 
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図 5-11 ふく射熱流束のギャップ依存性． 
実線は理論計算結果を示し，各測定点のエラーバーは平均時間中の±3σ を示す．エミッタ温度 Th，レシーバ温度 Tcはそれ
ぞれ (a) Th = 307.3 K, Tc =303.2 K, (b) Th = 312.1 K, Tc =303.3 K, (c) Th = 323.2 K, Tc =303.7 K である． 
BB limit は黒体ふく射限界を示す． 
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表 5-1 ギャップ測定のばらつき（±σ）との熱流束の絶対誤差（ギャップ 10μm 以下)のまとめ． 
 
Gap error [m] Flux error [W/m
2
] Temperature [K] 
Gap-measurement method Max. Ave. Max. Ave. Th Tc 
Spectral interferometer 
(present work) 
0.138 0.09 1.85 0.55 307.3 303.2 
Capacitive sensor[31] 1.2 0.8 11.0 4.4 312.0 305.2 
Reading scale of 
differential screw[30] 
2.3 1.7 Not plotted 20 5 
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図 5-12 キャビティ周辺でのふく射の振る舞いの概念図 
(a) ギャップによる散乱効果，(b)キャビティ底部で発生する近接場成分 
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本節で示した実験結果を 4.6 節で示した計算手続きにより検証を行った．解
析モデルを図 5-13，計算条件を表 5-2 に示す．なお図 5-13 では計算領域中央を
横切る XZ 面の断面図を示している．計算領域下部にエミッタ，上部にレシーバ
を配置し，エミッタ内部にランダムなふく射源を配置した．真空ギャップ中央
を通過する検査面のポインティングベクトルを計算し，単色ふく射熱流束を求
めた．波長 3，4，5，…，33，34，35 μm について計算し，得られた結果を積分
してふく射熱流束を求めた．図 5-14 に計算結果を示す．実験結果と同様に Cavity
－Cavity では遠方場での熱流束が向上し，また近接場効果による向上率が Flat
－Flat よりも小さいことがわかる．これらの計算結果から誘電体キャビティは物
体内部から伝播するふく射を散乱することで遠方場ふく射の増大に寄与するが，
近接場効果による増大を妨げることが確認できた．なお，計算ではエミッタと
レシーバのキャビティ位置のズレは考慮していないが，レシーバを X方向へ 1.0，
2.0，3.5μm ずらした条件で計算を行ったが有意な違いは確認できなかった．し
かしながら図 5-12 に示すようにキャビティ底面同士のズレがなく向かい合って
いる状態（凹と凹）と，向い合っていない状態（凹と凸）ではエミッタ底面か
らの真空ギャップ距離が異なるので．近接場ふく射の輸送量に差が出るはずで
ある．しかし数値計算上では乱数を変えた結果を平均しているため結果ごとに
バラつきがあり，そのバラつき度合いとズレの影響が分離しきれていないから
である． 
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図 5-13 FDTD 計算モデル． 
ただし計算領域中央を横切る XZ 面でカットした図を示している． 
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表 5-2 FDTD 計算条件 
Computational domain size 
X 7.5 μm 
Y 7.5 μm 
Z 20 + d μm 
Mesh size X,Y,Z 0.1 μm 
 
Xmin and Xmax Periodic 
 
Boundary conditions Ymin and Ymax Periodic 
 
 
Zmin and Zmax PML 
 
Emitter temperature  320 K 
Receiver temperature  300 K 
Average times  20 times 
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図 5-14 Cavity‐Cavity の FDTD 計算結果．Th = 320 K, Tc =300 K 
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5.5  実験結果 金膜ありエミッタ/レシーバの場合 
図 5-15 に AuCavity‐AuCavity の測定結果を示す．この図からわかるようにギ
ャップ 3 μm 以下で急激にふく射熱流束が向上していることがわかる．一方石英
基板上に同じ厚さの金膜を付与した金平板をレシーバにした場合（AuCavity‐
AuFlat）では熱流束は向上しなかった．これはギャップ極小時でエミッタ/レシ
ーバのキャビティ構造によって共鳴し，近接場成分が効率よくエミッタからレ
シーバへ伝わるからである．Guérout らは 2 次元 L/S グレーティング構造を持つ
金エミッタ/レシーバ間のふく射伝熱量を理論的に導いており，ギャップ 1 μm で
は金平板同士と比較して最大で 10 倍ふく射伝熱量が向上することを示している
[24]．なお，式(5-2)に示す q は金スパッタした面同士の熱流束 qAuだけでなく，
石英平板同士の熱流束 qSiO2も含んでいる．qSiO2は平坦面の面積とギャップ，お
よび温度から理論的に算出し，qから qSiO2を差し引くことで qAuを求めた．また，
金平板同士の理論値よりも AuCavity－AuCavityの方が遠方場領域ににおいて 10
倍程度熱流束が高い．これはキャビティを付与したことで放射率が変化した事
に起因する．微細構造のない平坦な Au の放射率は，可視光以上の波長ではほぼ
0.02～0.03 であり波長依存性は無い．一方キャビティを付与することで図 5-8 の
ように変化する．キャビティの分光放射率を図 5-8 に示す黒体放射スペクトルを
用いて重み付けして全放射率（波長範囲: 2.5～25 μm）として評価すると 0.245
となり，平坦面に対しておよそ 10 倍になった．したがってこの変化の分だけ遠
方場ふく射の熱流束が向上したと考えられる．また，AuFlat－AuFlat の理論計算
ではギャップ 1 μm でわずかに熱流束が向上しているが，これは図 4-9 に示すよ
うに表面に局在している表面プラズモン（SPP）によるものである． 
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図 5-15 金膜ありエミッタ/レシーバのふく射熱流束のギャップ依存性. 
Th = 322.8 K, Tc = 303.5 K. 
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5.5.1 金矩形キャビティの放射シミュレーション 
AuCavity－AuCavityの組み合わせではギャップが 5 μm以下から徐々に熱流束
が向上し，ギャップが小さくなるほど飛躍的に熱流束が向上することが実験的
に確認できた．そこで FDTD 解析を用いて電磁場を可視化し，熱流束が向上す
るメカニズムを考察する． 
まず，金キャビティエミッタだけが形成する電磁場を確認するため，図 5-16 (a)
に示す 3 次元解析モデルを用いて計算した．なお，この図は解析領域を 2 等分
するXZ断面図を示している．5 μm角の金キャビティを下部に 5×5だけ配置し，
中央のキャビティの 1 周期分だけふく射源を配置している．これにより配置し
たふく射源が隣接するキャビティ内部へ形成する電磁場を可視化でき，隣り合
うキャビティ同士の相互作用を確認する．また，この時ふく射源は単一波長で
はなく図 5-16(b)に示すような波長特性を持つガウシアンパルスを用いている．
図中の実線は，実験で測定したエミッタ/レシーバ温度を考慮して設定した黒体
放射スペクトルの差である．この黒体放射スペクトルに合うパルスは提案され
ていないため，5.3.2 で説明したように熱輸送が支配的であると予想される 2.5
～9.0 μm の範囲でスペクトル相対強度がよく一致するガウシアンパルスを用い
た．また，長波長側のスペクトル強度は合わないが，分光熱流束を評価する際
はガウシアンパルスのスペクトル強度で正規化するため，問題無いと考えられ
る． 
ふく射源（電流源）は 1 メッシュごとに設定してあり，その X，Y，Z 方向の
向きとパルスの立ち上がり時間はメッシュの位置ごとに完全にランダムである．
メッシュサイズは X，Y，Z 方向ともに 0.05 μm であり，PML 吸収境界条件を用
いている．ふく射源から一斉にパルスを放射し，その過渡応答状態を確認する．
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図 5-17 にキャビティ周辺部の電場強度√𝐸𝑥2 + 𝐸𝑦2 + 𝐸𝑧2分布図（ふく射エネルギー
強度分布）を示す．この図からわかるようにキャビティ内部の電場強度は真空
中の電場強度よりも非常に強くなっており，これは図 5-7 に示すような共鳴モー
ドが形成され，キャビティ内部のエネルギー強度が増大することに対応してい
る．さらに中央のキャビティ 1 周期分だけふく射源を配置しているにも関わら
ず，隣接しているキャビティ内部にも強い電場が形成されており，隣接するキ
ャビティ同士が相互に作用しながら内部に強い電場を形成していると考えられ
る．電磁波の時間発展を確認したところ，電磁波がキャビティ側面を透過して
隣接するキャビティに到達していることはなく（到達する前に側面内部 Au に吸
収されて減衰する），キャビティ側面を透過した電磁波によって形成された電場
ではない．また，キャビティの凸部分には非伝播性の表面プラズモンが励起さ
れていることがわかる．高原らの報告にあるように金属で構成されたキャビテ
ィから放射される赤外波長領域のふく射によって表面プラズモンは励起される
ことが知られている[95], [96]．また，図 5-17 (a) はある瞬間における電場強度の
分布であり，瞬時値だけでは表面に局在しているかどうかは不明である．そこ
で図 5-17 (b)に電場強度を時間平均したものを示す．平均する時間はふく射源か
らのパルス放射が終了した過渡応答状態における FDTD 計算の 500 ステップで
あり，実時間に換算すると 2.39×10-14である（光が 1μm 進むのに要する時間は
3.33×10-15 sec）．時間平均した電場強度においても凸部に強い電場が形成されて
おり，局在していることがわかった． 
図 5-18 に FDTD 計算により求めたエミッタから放射されるふく射の垂直方向
の分光熱流束と図 5-8に示してある 320 Kと 300 Kの黒体ふく射スペクトルの差
に金キャビティの分光放射率を乗じたスペクトルを示す．なお，FDTD 計算では
 第 5章 
121 
 
ふく射を広い波長範囲を持つパルスとして与えたので，Z = 15 μm の面おける電
磁場の時間変化を記録し，フーリエ変換を行うことで周波数変換を行った．さ
らに変換された電磁場の周波数スペクトルを用いて各周波数のポインティング
ベクトルを計算し，波長ごとの分光熱流束としてプロットしてある．また，入
力したパルスの波長ごとの強度で正規化したので，図 5-16(b)に示す使用したガ
ウシアンパルスの波長ごとの強度の差はキャンセルされる．この図からわかる
ように波長 10 μm 以上のふく射は抑制されている一方，波長 10 μm 以下のふく
射は増大し，またピークを示す波長 λ101と λ103は概ねよく一致していることから，
金キャビティの波長選択性の発現を FDTD 計算で再現できている．同じ手法を
用いて金平板から放射されるふく射の分光熱流束も計算しその結果を同図に示
してある．金平板はキャビティに由来する波長選択性が発現しないことがわか
る． 
以上の解析結果からわかるように，キャビティ内部にはそれぞれ独立した電
磁場を形成するのではなく，隣接するキャビティ同士は相互に影響しあってい
ることがわかった．さらにキャビティの凸部分には真空中へと伝搬しない表面
プラズモンが励起され，電場が局在していることがわかった．したがってギャ
ップが非常に小さい時はエミッタ/レシーバ同士の相互作用が発現し，さらにエ
ミッタの凸部分に形成された表面プラズモンがレシーバ凸部分へと伝播するこ
とで熱輸送が促進されたと考えられる． 
 第 5章 
122 
 
 
図 5-16 金矩形キャビティの放射シミュレーション 
(a) 3 次元解析モデルの XZ 断面図，(b) ふく射源の波長特性 
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図 5-17 過渡応答状態におけるキャビティ周辺部の 
ふく射エネルギー強度（√𝐸𝑥2 + 𝐸𝑦2 + 𝐸𝑧2）分布図 
(a) 瞬時値，(b) 時間平均値 
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図 5-18 矩形キャビティから放射されるふく射の分光熱流束（FDTD 計算） 
と放射率（測定値）
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5.5.2 金矩形キャビティエミッタ/レシーバ間の放射シミュレーション 
解析モデルを図 5-20 に示す．前項の放射シミュレーションと同様に 5 μm 角
の金キャビティを 5×5 だけ配置し，中央下部のキャビティ 1 周期分だけふく射
源を配置している．δxはエミッタ/レシーバのキャビティ位置のずれ量を表して
いる．キャビティの周期を P = 7.5 μm とした時，δx = 0 はキャビティの位置が
上下で一致しており，δx = 0.5 はキャビティ周期の半分だけずれていることを表
す．また左右の対称性から，例えば δx = 0.1 と δx = 0.9 は裏返すと一致するため
同じキャビティのずれ量となる． 
ギャップ 1，5，10 μm，δx = 0.00 における解析領域内のふく射エネルギー強
度分布図を図 5-20 に示す．どのギャップ解析においてもふく射源を配置してあ
る中央下部のキャビティ内部に強く電磁場が形成されていることがわかる．し
かし完全にランダムなふく射源を設定しているにも関わらず，ギャップ 1 μm
の条件のみ上下で対称な電磁場分布が形成されていることがわかる．さらにこ
のような電場の対称性はギャップが 4μm 程度の時から徐々に発現しはじめ，小
さくなるほど明瞭な対称性が確認できた．ギャップが小さい条件ほどエミッタ/
レシーバ間のキャビティ同士の相互作用が大きくなる，つまりキャビティ同士
の共鳴が発生し，熱輸送が促進されたと考えられる．同様に図 5-21 に δx = 0.50
における解析領域内のふく射エネルギー強度分布図を示す．δx = 0.00 の条件と
は異なりギャップ 1 μm のときには上下の電磁場の対称性は確認されなかった
が，X = 0 を対称軸に左右対称な電磁場が確認された．この左右の電場の対称
性もギャップが小さくなるごとに徐々に明瞭に現れてくる傾向を得た．以上の
解析結果からギャップが小さくなるごとにエミッタ/レシーバ間のキャビティ
同士が共鳴し合うことで対称な電磁場を形成していることがわかった．さらに
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図 5-17 に示すようにキャビティ凸部に形成された表面プラズモンは，凸部から
5 μm 程度の高さまでエネルギーが局在していることがわかる．したがってギャ
ップが 5 μm 以下の時にこの表面プラズモンがエミッタからレシーバへと伝播
することで，熱輸送が促進されていると考えられる． 
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図 5-19 金矩形エミッタ/レシーバ間のふく射伝熱解析モデル 
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図 5-20 金エミッタ/レシーバ間のふく射エネルギー強度分布図（δx = 0.00） 
(a) ギャップ 1 μm，(b) ギャップ 5 μm，(c) ギャップ 10 μm 
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図 5-21 エミッタ/レシーバ間のふく射エネルギー強度分布図（δx = 0.50） 
(a) ギャップ 1 μm，(b) ギャップ 5 μm，(c) ギャップ 10 μm 
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5.6  希薄気体を介した熱伝導について 
ギャップが非常に小さい条件では近接場効果によるふく射伝熱量の飛躍的増
大が実験的に確認された．しかし実験中の真空チャンバー内部には N2や H2O な
どの気体分子が残存しているため，それら気体分子がエミッタからレシーバへ
輸送する熱エネルギー量について評価し，近接場効果によるものとオーダー比
較する必要がある．そこでチャンバー内部の圧力，エミッタ/レシーバ温度，気
体分子の物性を用いてエミッタ/レシーバ間を高速で往復する気体分子が輸送す
る熱エネルギー量 qgasについて計算した．図 5-22 に qgasとギャップの関係を示
す．近接場効果と同様にギャップが小さくなるにつれ熱流束が増大している．
これはギャップが小さいとエミッタ/レシーバ面を往復する時間が短くなり，短
時間で熱輸送が行われるからである．しかしながらその絶対値はふく射熱流束
と比較すると非常に小さい．したがって 4.5×10-4 Pa の圧力では気体分子が輸送
する熱エネルギー量は非常に小さいと考えられる． 
続いてチャンバー内圧力を 0.1 Pa にし，5.4 節と同様に石英平板同士のふく射
熱輸送量を評価した．その結果を図 5-23 に示す．もし希薄気体によって熱輸送
が行われるのでならば図 5-22 に示すように希薄気体によって輸送される熱エネ
ルギー量は増大し，ギャップが小さくなるほど厳密解よりも大きくなると考え
られる．しかしながらたとえチャンバー内圧力を 0.1 Pa まで上げたとしても図
5-23 に示すように非常に厳密解と一致していることがわかる．したがって 0.1 Pa
程度の圧力でも希薄気体による熱輸送はふく射熱流束に対して非常に小さく，
0.1 Pa より小さい条件ではほぼ無視できると考えられる． 
以上のことから本章で実験的に示された近接場効果によるふく射伝熱量の飛
躍的増大は近接場効果によるものと考えられる．なお本節で示した希薄気体に
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よる熱輸送モデルの詳細は付録 A に記載した．また，自由分子熱伝導率を用い
た計算結果も示してある． 
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図 5-22 希薄気体による熱輸送量． 
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図 5-23 0.1 Pa 条件下での石英平板同士のふく射熱流束ギャップ依存性
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5.7  まとめ 
本章では，分光干渉計を用いた精密ギャップ測定システムを用いて石英平板
間でのふく射熱流束のギャップ依存性を精密に計測した．また，矩形キャビテ
ィ構造がふく射熱流束に及ぼす影響について定量的に検証した．これらの実験
から以下の知見を得た． 
(1) 誘電体キャビティによって近接場ふく射を形成する角度で入射してきたふ
く射成分が散乱されて遠方場へと変換され，変換された分だけ遠方場（ギャ
ップ＞50 μm）熱流束が 1.2 倍に向上する．一方，キャビティ底面で発生し
た近接場ふく射はギャップの深さ分だけレシーバと距離が大きくなり，ギャ
ップが小さくなったとしても近接場成分の熱交換量が平板同士よりも相対
的に低下するため，近接場効果が低下することが明らかになった． 
(2) 金キャビティの共鳴効果によって，ギャップ 5 μm 以下ではふく射熱流束が
金平板同士と比較して 10 倍以上向上することが実験的に明らかになった．
また，FDTD 解析により隣接するキャビティ同士は相互に作用しながら電磁
場を形成し，ギャップが小さい時にエミッタ/レシーバ間で共鳴効果が発現
し，キャビティ凸部で形成される表面プラズモンが熱輸送を促進することが
解析により明らかになった． 
(3) 分光干渉計を用いてギャップを精密測定し，理論解析結果(平板間のふく射
伝熱量)と比較することで従来の研究よりも 1 桁高い精度で理論検証を行う
ことができた． 
これらの結果から，表面微細構造が近接－遠方場領域に及ぼす影響を定量評価
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することができた． 
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第6章 結論 
本研究により，まず，ふく射機能性構造の自動最適化手法およびその高速化
手法が示された．次いで，微細構造による遠方場ふく射制御の具体例として太
陽電池表面における極低反射構造が実証された．さらには，微細構造による近
接場ふく射エネルギー輸送の増大が実験的に示された．これらの研究を通じて
得られた知見は将来のふく射エネルギー利用デバイスおよびシステムの高効率
化や新規熱デバイス開発への応用に有益な指針を与えるものである．以下に各
章で得られた知見をまとめる． 
 
第 2 章では以下の知見を得た 
(1) EA－FDTD 法を用いたふく射性機能構造の最適設計において，より短時
間で最適解を得る方針として，最適化の進行度合いに応じて，交叉率，突
然変異率，解候補の多様性を表す進化的アルゴリズムの設定パラメータを
適切に選択することが有効である．直交表を用いて設定パラメータの組み
合わせを決め，各組み合わせによる進化速度への寄与を世代毎に一度確認
し，この結果を反映して世代数に応じてパラメータ組み合わせを変更する
ことで進化速度が向上する． 
(2) 上記に加え，進化過程における最良解（評価指標の高いレンズ形状）の変
化をモニタリングすることで進化が停滞している部分を見出し，その部分
に対してのみ構造の自由度を上げてやることにより，計算時間を節約し，
より効率的な最適設計が行える． 
(3) このような EA－FDTD 法を用いることにより，波長選択集光を目的とす
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るレンズ形状設計において，設定した評価指標（設計要求）を高める方向
にレンズ形状が進化することを確認した．1 万世代後のレンズ形状では，
2 つの異なる波長帯（0.84 μm 前後と 1.68 μm 前後）の光波をそれぞれ位
置の異なる 2 つの集光面に対してそれぞれ約 45.7%および 63.2%の集光効
率で集光する“波長選択集光”が行えた． 
第 3 章では以下の知見を得た 
(1) 微細構造による遠方場ふく射制御の具体的な実証事例として，極低反射性
能を持つモスアイ型 AR フィルムを実用サイズ（25×18 cm）の結晶シリ
コン太陽電池モジュールへ貼り付け，その低反射性能により変換効率が最
大で約 1.7%，平均で約 1.0%の向上することが確認できた． 
(2) 8 日間の屋外試験で得られた実験結果を統計的に調査し，太陽光線の入射
角，日射量の散乱比など変換効率向上に寄与する因子を分析した．その結
果に基づき年間発電量向上シミュレーションをしたところ，東京と米国ア
リゾナ州ではそれぞれ最大で 64 kW/m2，109 kW/m2の増加が期待できるこ
とを示した． 
(3) 2 地点での年間発電量向上率シミュレーション結果を比較することで，散
乱比が大きいと変換効率の向上率が小さくなる傾向があり，その傾向は
PV モジュール設置角度が大きくなるほど顕著になることがわかった．ま
たその傾向はモスアイ構造が持つ分光反射率の角度依存性に起因するこ
とがわかった． 
第 5 章では以下の知見を得た． 
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(1) 平行平板間におけるふく射エネルギー輸送において，低温側および高温側
の石英平板上に 5×5×5 μm の矩形キャビティ構造を形成した場合，矩形
キャビティ構造が真空−石英界面近傍の近接場成分を散乱することで遠方
場の熱流束が向上する一方，近接場効果は構造の無い平板同士の場合より
も相対的に低下することがわかった． 
(2) 上記の矩形キャビティ構造の表面に金をスパッタリングした金矩形キャ
ビティ構造では，向かい合わせの矩形キャビティ構造間で発現する共鳴効
果，表面プラズモン効果により熱輸送が促進され，ギャップ 5 μm 以下に
おいてふく射熱流束が 10 倍以上に向上することがわかった． 
(3) 白色分光干渉計を用いてギャップを正確・精密に測定することで，平板同
士のふく射熱流束の理論解析結果と非常によく一致する結果を得た．理論
解析結果との絶対誤差，ギャップ測定のバラつきを比較したところ従来研
究よりも 1 桁小さい誤差で理論検証ができた． 
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付録 
A. 希薄気体分子による熱輸送 
真空チャンバー内に残存している希薄気体分子による熱輸送量を計算し，輻
射熱流束と比較する． 
自由分子熱伝導率を用いた熱輸送量の計算 
気体の分子運動論によると代表長さ L と気体分子の平均自由行程 λ の比であ
るクヌーセン数 Knが 1 よりも大きい条件，つまり圧力が十分に低く自由分子流
とみなせる場合，気体分子による熱輸送量は圧力に比例することが示されてお
り，その比例定数は自由分子熱伝導率と呼ばれている．平均自由行程 λ は次の式
から求められる． 
 
  𝜆 =
𝑘𝐵𝑇
4√2𝑝𝜋𝑟2
                        (A − 1) 
 
ここで kBはボルツマン定数，T は絶対温度，p は圧力，r は気体分子の直径であ
る．P = 4.5×10-4 Pa，T = (Th + Tc)/2 = 310 K，r を窒素分子のファンデルワールス
半径 3.7×10-10 m とした時，λ = 15.6 m となる．代表長さ L としてエミッタ/レシ
ーバギャップ d = 1 μm を採用すると，Kn = λ / L = 1.56×10
7となり，自由分子流
とみなすことができる．したがって次式に示すように希薄気体分子による熱流
束 qgasを自由分子熱伝導率 Λ を用いて計算することができる． 
 
  𝑞𝑔𝑎𝑠 = 𝛬𝑝(𝑇ℎ − 𝑇𝑐)                      (A − 2) 
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  𝛬 =
1
2
𝑌 + 1
𝑌 − 1
√
𝑘𝐵
2𝜋𝑚𝑇
                      (A − 3) 
 
ここで Y は比熱比（理想気体の比熱比は単原子分子の場合は 5/3，二原子分子の
場合は 7/5，多原子分子の場合は 4/3），kBはボルツマン定数，m は分子 1 つの質
量，T は温度である．窒素，酸素，水分子の物性値を用いて計算した結果を表に
示す．黒体ふく射熱流束q
BB
=σ(Th
4 - Tc
4)=135 W/m2と比較して十分小さいため希薄
気体による熱輸送は無視してもよいことがわかる． 
 
表 A-1 各希薄気体分子の熱流束の計算結果 
 
熱流束 
qgas [W/m
2
] 
自由分子熱伝導率 
Λ [m/(s・K)] 
比熱比 
Y [-] 
分子質量 
m [kg] 
N2 1.05×10
-2
 1.17 1.40 4.65×10 -26 
O
2
 0.99×10-2 1.10 1.40 5.31×10-26 
H2O 1.53×10
-2
 1.70 1.33 2.99×10-26 
 
真空ギャップ内を往復する気体分子による熱輸送量の計算 
真空ギャップが小さくなればなるほど気体分子が真空ギャップ内を往復する
時間が短くなる，つまり単位時間あたりの熱輸送量が大きくなることが予想さ
れる．そこでギャップの大きさ，チャンバー内圧力を考慮できるように 
 
・分子 1 つあたりの熱容量 c 
・分子が真空ギャップを往復する時間（熱輸送に要する時間）t 
・熱輸送を担う分子数 N 
 
から熱輸送量を推定する．これら 3 つの推定値を用いて気体分子による熱流束
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を次のように計算する． 
 
  𝑞𝑔𝑎𝑠 = 𝑁 ×
𝑐
𝐴𝑡
(𝑇ℎ − 𝑇𝑐)                    (A − 5) 
 
c/(At)*(Th – Tc)は分子 1 つあたりの熱流束であり，それに熱輸送を担う分子数 N
を乗じることで qgasを推定する． 
次にそれぞれの物理量の推定方法について説明する． 
分子 1 つあたりの熱容量 c [J/(K・個)]は低圧モル比熱 cp [J/(K・mol)]およびア
ボガドロ定数 NA[個/mol]より， 
 
  𝑐 =
𝑐𝑝
𝑁𝐴
                           (A − 6) 
とする． 
分子が真空ギャップを往復する時間 t [sec]はMaxwellの速度分布を仮定し気体
分子の自乗平均速度 v [m/sec]を用いて 
 
  𝑡 =
2𝑑
𝑣
=
2𝑑
158√
𝑇
𝑀
                      (A − 7) 
 
とする．ここで M は分子量である． 
熱輸送を担う分子数 N は分子の体積密度および真空ギャップの体積 Vgapから
求める．理想気体の状態方程式 pV = nRT より，分子の体積密度 [個/m3]は 
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𝑁
𝑉
=
𝑝
𝑘𝐵𝑇
                          (A − 8) 
 
となる．n は分子量なので分子数 N を用いて n = N/NAである． 
真空ギャップの体積 Vgap [m
3
]は， 
 
  𝑉𝑔𝑎𝑝 = 𝑑𝐴 +∑𝑉𝑐𝑎𝑣𝑖𝑡𝑦                     (A − 9) 
 
となる．ここで Vcavityは伝熱面に描画した 5 μm 角の矩形キャビティの体積で
ある．描画面積 17.5×17.5 mm2およびキャビティ 1 つの寸法から描画したキャ
ビティの数を推定し，その総和をとる．したがって熱輸送を担う分子数 N [個]
は次のようになる． 
 
  𝑁 = 𝑉𝑔𝑎𝑝 ×
𝑝
𝑘𝐵𝑇
                      (A − 10) 
 
以上の推定値を用いて真空ギャップ d と熱流束 qgasの関係を図 A-1 に示す．こ
れらの結果より，黒体ふく射熱流束q
BB
=σ(Th
4 - Tc
4)=135 W/m2と比較して十分小さ
いため希薄気体による熱輸送は無視してもよいことがわかる． 
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図 A-1 真空ギャップと希薄気体による熱流束の関係 
希薄気体分子による熱流束とギャップの関係 
低真空度条件における実験検証 
エミッタ/レシーバ温度を一定に保ちながら真空チャンバー内の圧力を徐々に
高め，圧力とヒーター出力の関係を実験的に求めた．その結果を図 A-2 に示す．
この図からわかるように圧力が 0.1 Pa を超える条件ではエミッタ温度を保つた
めにヒーター出力が上昇していることがわかる．つまり真空度が十分ではなく，
希薄気体を介した熱交換が行われることで熱損失が増大し，エミッタの温度維
持に必要な熱量が増大したことがわかる．次に圧力を 1.0×10-1 Pa，エミッタ/
レシーバ温度を一定にした状態で石英平板同士(Flat－Flat)のふく射熱流束の真
空ギャップ依存性を求めた．その結果を図 A-3 に示す．この図より，チャンバ
ー内の圧力が 1.0×10-1 Pa台においても理論解析結果と非常によく一致している
ことがわかる．仮に図 A-1 に示すようにギャップが小さくなるごとに気体分子
による熱輸送量が増加するならギャップが小さくなるにつれ理論計算値よりも
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大きくなると考えられるが，そのような傾向は見られなかった． 
以上の理論解析および実験検証よりギャップ極小時に発現するふく射熱流束
の増大は希薄気体を介した熱伝導によるものではなく，熱ふく射の近接場効果
であることがわかる． 
 
図 A-2 エミッタ/レシーバ温度を一定に保った時の 
チャンバー内圧力とヒーター出力の関係 
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図 A-3 石英平板同士のふく射熱流束のギャップ依存性  
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B. 分光干渉によるギャップ測定原理 
真空ギャップ d で隔てられた石英平板間の分光反射率を考える．波長 λ の光が
垂直に入射した時の分光反射率は図 B-4(a)のようになる．多重反射の干渉により
反射率が極大となる条件は 2d = (m+1/2)λ であり，波数で整理すると 
 
  
1
𝜆
=
2𝑚 + 1
2𝑑
                        (B − 1) 
 
となる．m は 0 以上の整数である．この式からわかるように，反射率のピーク
が 1/2d の周期で現れるため，図 B-4(a)に示す反射スペクトルは周波数 2d の sin
波とみなすことができる．したがってこのスペクトルをフーリエ変換すると周
波数 2d にピークを持つスペクトルを得ることができる．これによりフーリエ変
換されたスペクトルのピークを与える数値が真空ギャップ d に対応する． 
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図 B-4 石英平板間の分光反射率およびフーリエ変換結果 
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C. FDTD法によるふく射特性解析の流れ 
FDTD 法を用いてふく射特性を解析するとき，物体内部を横切る計算メッシュ
内の電場更新には下記式を用いる． 
 
  
𝜕𝑫
𝜕𝑡
= ∇ × 𝑯 − 𝑱                        (C − 1) 
 
Dは電束密度である．物体の誘電率 εが等方非分散の時はD = εEで問題無いが，
Drude や Lorentz 分散を持つときは PLRC 法や ADE 法を用いて解く必要がある．
また，磁場 H の更新は透磁率の分散性がなければ通常の差分式を用いて良い．
ここで J は FDTD 法では電流源と呼ばれており，この J を物体内部を横切る計
算メッシュそれぞれに設定し，そこから放射される電磁波を解くことになる．
またこの電流源は有限温度を持つ格子振動に起因する電磁波を模擬しており，
空間，方向に関して完全にランダムに設定する． 
図 C-1 に FDTD 法を用いてふく射特性を解析する流れを示す．前述したよう
にランダムな電流源 Jを物体内部に配置し，そこから放射される電磁場を解く．
そして検査面上の位置において，電磁場の時間変化を記録する．次に記録した
電磁場に対して離散フーリエ変換を行い，検査面の座標ごとのパワースペクト
ルを得る．以上の FDTD 計算を電流源を設定する乱数を変えながら収束するま
で繰り返す．ついで得られたパワースペクトルを用いてポインティングベクト
ルを計算し，検査面上で平均する．最後に図中の式を乗じて分光熱流束を得る． 
以上の計算手法は文献[83], [84]に詳細に解説されている． 
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図 C-1 FDTD 法によるふく射特性解析の流れ 
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D. SiO2，Au，SiCの複素屈折率 
図 D-1 に SiO2 の複素屈折率を示す．複素屈折率の値は文献[94]の値を用いた．
ただし欠損している波長のデータはその前後の値を用いて線形補間により求め
ている． 
 
 
図 D-1 SiO2の複素屈折率 
 
図 D-2 に Au の複素屈折率を示す．Au の複素屈折率は，Drude モデル
𝜀(𝜔) = 𝜀𝑖𝑛𝑓 −
𝜔𝑝
2
𝜔(𝜔+𝑖𝛾)
を用いて複素誘電率 ε(ω)を計算し，それから複素屈折率へ
変換した．Drude モデルのパラメータは文献[97]より，それぞれ ωp = 9.0 eV，γ = 
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35m eV，εinf = 1 である． 
 
 
図 D-2 Au の複素屈折率 
 
図 D-3 に SiC の複素屈折率を示す．SiC の複素屈折率は，Lorentz モデル
𝜀(𝜔) = 𝜀𝑖𝑛𝑓 −
𝜔𝑝
2
𝜔(𝜔+𝑖𝛾)−𝜔𝑚
を用いて複素誘電率 ε(ω)を計算し，それから複素屈折率
へ変換した．Lorentz モデルのパラメータは文献[98]より，それぞれ εinf = 6.72，  
ωp = 178.5 meV，ωm = 98.29 meV，γ = 0.600 meV である． 
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図 D-3 SiC の複素屈折率と比誘電率 
